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第６回医療用等ラジオアイソトープ製造・利用専門部会議事録 

 

１．開催日時：令和４年３月１６日（月）１６：００～ １８：３０ 

 

２．開催場所：中央合同庁舎第８号館８階特別大会議室（オンライン会議併用） 

 

３．議  題： 

 （１）ＲＩの廃棄物処分について 

 （２）ＲＩに係る人材育成について 

 

４．配布資料： 

 配布資料 

 （１）ＲＩの廃棄物処分について（現状整理・論点提示） 

 （２）研究施設等廃棄物埋設事業について【文部科学省提出資料】 

 （３）医療用放射性汚染物の廃棄等について【厚生労働省提出資料】 

 （４）ＲＩ法における放射性廃棄物の状況について【原子力規制庁提出資料】 

 （５）ＲＩに係る人材育成について（現状整理・論点提示） 

 参考資料 

 （１）ＲＩに係る人材育成について（これまでの専門部会・有識者ヒアリングにおける意見 

    の整理） 

 （２）医療用等ラジオアイソトープ製造・利用専門部会の設置について 

 （３）検討スケジュール（予定） 

 

５．出 席 者： 

      内閣府原子力委員会 

       上坂委員長、佐野委員、中西委員 

      内閣府科学技術・イノベーション推進事務局 

       松尾事務局長、覺道審議官 

      内閣府原子力政策担当室 

       進藤参事官、實國参事官、菊地補佐 
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      医療用等ラジオアイソトープ製造・利用専門部会専門委員 

       秋光委員、井垣委員、石岡委員、大井川委員、小川委員、北岡委員、櫻井委員、 

       篠原委員、高野委員、中村委員、畑澤委員、東委員、細谷委員、横山委員、 

       鷲山委員 

      オブザーバー 

      内閣府(健康医療）健康・医療戦略推進事務局 

       荒木参事官 

      復興庁国際教育拠点・地方創生班 

       江口参事官 

      外務省軍縮不拡散・科学部国際原子力協力室 

       新宮専門員 

      文部科学省研究振興局 

       高木研究振興戦略官 

      文部科学省研究開発局原子力課 

       松浦課長 

      厚生労働省（がん課）健康局がん・疾病対策課 

       岩佐がん対策推進官 

      厚生労働省（がん課）健康局がん・疾病対策課 

       成田課長補佐 

      厚生労働省（医薬品管理審査課）医薬・生活衛生局医薬品審査管理課 

       岩崎審査調整官 

      経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部原子力政策課 

       川田課長補佐 

      日本核医学会 

       絹谷理事長 

      文部科学省研究開発局原子力課放射性廃棄物企画室 

       阿部室長 

      厚生労働省医政局地域医療計画課  

       矢野課長補佐 

      原子力規制庁長官官房放射線防護グループ放射線規制部門 
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       宮本安全規制管理官（放射線規制担当） 

 

６．審議事項 

（上坂部会長）時間になりましたので、これより第６回医療用等ラジオアイソトープ製造・利

用専門部会を開催いたします。委員の皆様におかれましては、年度末のお忙しい中、お集

まりいただき、誠にありがとうございます。司会進行は部会長の私上坂が務めさせていた

だきます。本日の出席者について、事務局よりご説明をお願いします。 

（進藤参事官）本日の第６回専門部会は、構成員は蜂須賀委員がご欠席、その他の構成員はご

出席です。会場からは上坂部会長、佐野委員が参加、中西委員、専門委員の皆様にはオン

ラインで参加いただいています。 

本部会の構成員の過半数が出席しており、原子力委員会専門部会等運営規程の第四条に規定

する定足数を満たしていることをご報告いたします。 

関係省庁からは、オンラインにて、内閣府 健康・医療戦略推進事務局、復興庁、外務省、

厚生労働省 医政局、同 健康局、同 医薬・生活衛生局、文部科学省 研究振興局、同 

研究開発局、経済産業省資源エネルギー庁、原子力規制庁にご出席いただいております。 

（上坂部会長）早速、議題に入ります。本日は、「ＲＩの廃棄物処分について」及び「ＲＩに

係る人材育成について」の二つについてです。まず、「ＲＩの廃棄物処分について」事務

局から基本的事項についての説明をお願いします。 

（實國参事官）はい。それでは事務局から資料１に基づいてご説明いたします。 

資料１をご覧ください。１枚おめくりいただきまして、今回の「ＲＩの廃棄物処分につ

いて」の事務局資料を説明するに当たりまして、最初に、昨年１２月に原子力委員会で低

レベル放射性廃棄物等の処理処分に関する考え方を発出いたしましたので、この内容を簡

単にご紹介させていただきます。 

まず一つ目としまして、低レベル放射性廃棄物の処理処分に当たっての基本的な考え方

を提示しております。 

それから二つ目として、低レベル放射性廃棄物等の処理処分に当たって、留意すべき事

項を提示しております。この中には、放射性物質による汚染状況に応じた適切な処理処分

の実施や、発生者等による処分場の確保のための取り組みの着実な推進などを提示してお

ります。 

また、三つ目としまして、ＪＡＥＡや大学等の研究施設から発生する放射性廃棄物に関
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する課題も提示をしたところでございます。 

１枚おめくりください。３ページになります。 

ＲＩ廃棄物の発生事業所でございますが、このページ以降、厚生労働省の検討会等から

資料をいただいて説明したいと思います。まずこれは、ＲＩ協会、すなわちアイソトープ

協会が厚生労働省の検討会で説明した資料になります。ご覧の通り、発生元によって規制

法が違っているということがわかると思います。また、一番右側の欄のＲＩ廃棄物の引渡

ですけれども、上の薄黄色の欄の許可廃棄事業者について、※２で全国の事業所からＲＩ

廃棄物を集荷している事業者はＲＩ協会のみと、それから下の緑の欄の厚生労働省令で指

定する者について、※３に書いておりますけれども、こちらの事業者で現在指定されてい

るのはＲＩ協会のみということでございます。ということで、ＲＩ協会である程度全体の

状況がわかるというところです。 

次のページをご覧ください。 

日本アイソトープ協会で貯蔵しているＲＩ廃棄物の量の推移です。研究ＲＩ廃棄物と医

療ＲＩ廃棄物に分けておりますが、ご覧いただきますと、医療ＲＩ廃棄物は年々増加をし

ております。一方で、研究ＲＩ廃棄物は一時期２０１３年をピークに少しずつ下がってお

りますけれども、これは減容や安定化などの処理が進んでいるということで、徐々に貯蔵

数量が減少しておりますが、依然として１１万本以上のドラム缶が存在しております。 

５ページをご覧ください。 

医療法における放射性同位元素ということで、関係する法律間の規定の関係について、

これも厚労省の資料からご説明いたします。ＲＩ法では、診療用放射性同位元素とかＰＥ

Ｔ用の放射性同位元素といった、医療品とか治験薬、こうしたものに使われる放射性同位

元素に対してＲＩ法の規制を外しております。その代わり、これらの放射性同位元素は医

療法の規制の対象になっております。廃棄の対象としましても、それぞれの法律の規制の

対象になっているものを廃棄する場合、放射性汚染物等としてそれぞれの法律の規制の対

象となっております。その際のそれぞれの基準、すなわち同位元素の種類、数量、濃度は

二つの法律で同等なものになっております。 

次のページをご覧ください。 

６ページになります。医療用放射性汚染物の取り扱いとＲＩ法における放射性汚染物の

取り扱いを表示しております。二つの取り扱いで違っているところを簡単にご説明いたし

ます。ＲＩ法における放射性汚染物の取り扱いにあって、医療法にないものとしましては、
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廃棄物の埋設処分、それからクリアランス、これがＲＩ法の汚染物の取り扱いには規定さ

れておりますが、医療法の方には規定されておりません。 

次のページをご覧ください。７ページになります。 

こうした法的な違いもあり、平成２９年に関連する法律改正が行われたときには以下の

ような附帯決議がついております。放射性同位元素等は研究機関、大学、医療機関等で幅

広く使用されており、多様な放射性廃棄物が発生している状況にあることから、これらの

施設を所管する関係各法律においても早期に処理処分の合理化に係る規定を整備すること、

でございます。 

次のページをおめくりください。８ページです。 

ＲＩ法に基づくクリアランス制度について簡単にまとめております。この資料の下段の

方の「放射能濃度の確認のフロー」というのをご覧ください。 

まず、放射能濃度の測定及び評価の方法については、原子力規制委員会の認可を受ける

必要があります。その上で、認可を受けた方法に基づいて、測定・評価を行い、濃度の確

認を原子力規制員会又は登録濃度確認機関に確認していただいた上で、確認が取れれば放

射性汚染物でないものとして扱う、こういう制度になっております。 

９ページをご覧ください。 

これまでのこの検討会でもいろいろ言葉が出てきておりますが、いわゆるクリアランス

とは何かということで、まずご説明します。ＩＡＥＡの指針では、ご覧の通り放射性物質

を規制機関による更なる管理から解除することとしており、また、厚労省の研究会で調べ

たところでは、放射性物質として取り扱う必要がないものとして、放射線防護の規制対象

から外すことを、いわゆるクリアランスと言っております。一方、ＤＩＳですけれども、

こちらについては、海外で運用されているクリアランス制度の一つという整理をしており

ます。こちらは、核種の種類を指定して半減期が短いものについて、減衰待ち保管後に放

射性廃棄物としての規制の適用外とする制度となっております。 

次の１０ページ、１１ページをご覧ください。こちらは、海外で今申し上げたＤＩＳと

いう制度をどういう形で運用しているかというのをまとめたものです。これも厚生労働省

の検討会の資料を用いております。１１ページの下段の枠に囲まれたところですけれども、

諸外国では医療用放射性廃棄物の処分について、こうした制度が整備されており、このよ

うな制度はＤＩＳと呼ばれているということです。 

次の１２ページをご覧ください。 
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いわゆるＰＥＴ用の放射性同位元素の保管廃棄です。ＲＩ法、医療法、獣医療法それぞ

れの法律において保管廃棄の原則が記載されております。そして、一定期間経過した後の

措置としてＲＩ又はＲＩによって汚染されたものではないとする、となっております。 

対象核種は、いずれの法律も炭素11、窒素13、酸素15、フッ素18になります。 

一定の期間についても、それぞれの法律共通で、考え方としては原子の数が１を下回る

ことが確実な期間として告示で定めた期間ということで、封をした日から７日間となりま

す。 

次の１３ページをご覧ください。このような現状等を踏まえて、主な課題の例として五

つほどまとめました。 

  一つ目が、研究機関・医療機関等での保管容量や保管場所には限界があること。二つ目と

して放射性同位元素等の規制に関する法律におけるクリアランス制度が十分に活用されて

いないこと。三つ目として医療用放射性汚染物についてのクリアランス制度が未整備であ

ること。四つ目としてＰＥＴ４核種と同程度に半減期が短い放射性同位元素については原

子の数が１を下回っても放射性汚染物のままであること。五つ目として医療用放射性汚染

物の処分方法が限定的、ここで限定といっているのは埋設処分の方法が規定されていない

という趣旨でございます。 

  次の１４ページを御覧ください。 

  以上を踏まえて、論点として大きく二つ挙げさせていただきました。一つ目の柱は、保管

容量や保管場所に関する課題解決に向けて検討すべき事項は何かということです。例とし

て、放射性汚染物ではないものとして扱うことができるような制度整備。それから、埋設

処分を可能とするための制度整備、これは医療用放射性廃棄物のことですが、を挙げてい

ます。 

  それから、二つ目の柱は、一つ目の柱とも関係しますが、放射性汚染物の合理的な処理・

処分の推進について検討すべき事項は何かということです。例として、再掲しております

が、放射性汚染物ではないものとして扱うことができるような制度整備。それから、ＲＩ

法、医療法に関するクリアランス制度の話。ＰＥＴ４核種と同程度に半減期が短い核種に

対する保管廃棄制度の整備、要は似たようなことができないかということですが、を挙げ

ています。三つ目の柱としては、その他検討が必要な事項は何かということです。 

  以上、事務局から説明は終わります。 

（上坂部会長）ありがとうございます。この資料と内容についての質疑は後で前半の後半に論
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点に基づく質疑の時間を取ってございますので、そこで行えればと思います。 

  続きまして、資料２、研究施設等廃棄物埋設事業についてに基づき文部科学省研究開発局

原子力課放射性廃棄物企画室、阿部室長より説明していただきます。 

  お時間は１０分程度でお願いいたします。それでは、よろしくお願いいたします。 

（阿部室長）文部科学省研究開発局原子力課放射性廃棄物企画室の阿部です。聞こえています

でしょうか。 

  文部科学省の方で取り組んでおります研究施設等廃棄物埋設事業について御説明させてい

ただきます。 

  次の１ページ目を御覧ください。 

  原子力発電所以外のところから発生するものとして原子力の研究開発や放射線利用におけ

るそういった活動から放射性廃棄物が発生しているというところで、ここにあるようなと

ころから廃棄物が出ているという状況でございますけれども、現在、廃棄物の発生事業者、

先ほど事務局の方からも御説明がありましたが、約２，０００を越える事業所から発生し

ている。 

  それから、昭和２０年代から累積している廃棄物の量として現在約６６万本になっている

という状況です。そういった状況から近い将来、各施設の保管能力を超えるおそれがあり、

またこれに伴い新たな研究や開発といった取組に支障を来すのではないかということ。さ

らには老朽化施設の解体が困難になってくるのではないかというような課題があるという

状況でございます。 

  そういったところから、原子力研究開発機構において、機構の低レベル放射性廃棄物と共

に、機構以外の廃棄物も合わせて埋設を進めていくという取組を今進めているという状況

でございます。 

  ２ページ目を御覧ください。 

  ＲＩ専門部会の関係でいいますと、ＲＩの廃棄物がどのような状況かというところかと思

いますけれども、大学や研究機関で保管状況について御参考ですが、まず今見ていただい

ているものはＱＳＴの方から御提供していただいた資料になります。専用の保管場所を確

保してそこに適切に保管していくということ。 

  それから、下にありますけれどもラドンの拡散対策として庫内を常時減圧するというよう

なことをしながら保管している状況があるというふうに伺っております。 

  ３ページ目を御覧ください。 
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  大阪大学の方から御提供していただいたものですけれども、大阪大学の阪大病院であった

り、阪大のＲＩセンターの方ではこういった形で分類して保管をずっとしているという状

況だと伺っております。 

  ４ページ目を御覧ください。 

  そうした状況も踏まえまして、平成２０年度に原子力機構法を改正しまして、原子力機構

を研究施設等廃棄物の埋設処分の実施主体というふうに位置付けたというところでござい

ます。 

  真ん中にありますが、第１７条で機構の業務範囲が規定されまして、①で原子力機構の業

務に伴って発生される廃棄物。それから、②で機構以外の者から処分の委託を受けた廃棄

物。これを対象としているということでございます。 

  ５ページ目を御覧ください。 

  これを進めるに当たりまして、国の方で基本方針を定めており、この基本方針に基づいて

原子力機構の方で実施計画を作っております。 

  この実施計画の中で、医療機関等の原子力利用により発生したもの、委託を受けた廃棄物

というものを対象として明記しているという状況でございます。 

  ６ページ目を御覧ください。 

  具体的に埋設事業の対象廃棄物はどういうものかというところで、代表的なものを示して

おります。 

  均質・均一固体化、充填固体化したようなドラム缶に詰めたようなもの。それから、大型

の機器等については角型の容器に入れているもの。また、コンクリート等についてはフレ

キシブルなコンテナに入れたものがございます。 

  こういった内容物の性状や放射能濃度に応じて下の①から③にあるような３区分の埋設施

設に処分するということになってございます。 

  ７ページ目を御覧ください。 

  先ほど、事務局の方から御説明があった資料の中に、廃棄物の量がずっと増えている中、

少し減らしているという図があったかと思いますけれども、減容化するための取組という

こともやってございます。代表的なものとしてここでは２事例入れておりますが、左側は

焼却するということでございます。 

  下に下線を引いておりますけれども、この焼却処理によりまして容量として約１５０分の

１になるということです。 
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  また、右の方ですが、圧縮処理ということで、これによりまして容量として約３分の１か

ら４分の１になるということでございまして、性状に応じまして適切な方法で減容処理を

しているというのが現状でございます。 

  次に８ページ目を御覧ください。 

  先に（２）、下の方を見ていただければと思いますが、平成３０年度に廃棄体の物量調査

というものをやっております。現在、約６７万本程が発生量として見込まれるという状況

でございます。 

  中に内訳の分類がありますが、今はＲＩ協会さんの方で保管されています医療ＲＩの廃棄

物の量、また研究ＲＩ廃棄物の中にも一部関係するものが入っているかと思います。また、

大学や民間の方で保管している廃棄物の中にも本部会で議論している対象となるような廃

棄物が入っているのかなと思います。 

  上の（１）を御覧ください。 

  これは埋設事業においては余力も含めた上で全体を令和３０年度まで見込まれる分として

約７５万本、これを埋設していくという取組を今、しているという状況でございます。 

  ９ページ目を御覧ください。 

  具体的にどのような形で埋設していくのかということで、埋設施設のイメージ、概要でご

ざいます。 

  初期の建設期間として約８年、それから実際に埋めるという操業期間が約５０年。さらに

それが終わった後に、覆っていくというのが３年。その後、ピット処分に関しては３００

年、トレンチについては５０年間保管をずっとしていくということになります。 

  １０ページ目を御覧ください。 

  この埋設事業のこれまでの実施状況、それから今後の方向性というところですが、細かい

ことについては省略させていただきますけれども、平成２０年に法改正をした後、基本方

針を策定し、実施計画を作り、その後にいろいろ技術的な検討等を進めてきたという状況

でございます。 

  原子力機構におきましては、４月から次期中長期計画が始まるというタイミングになりま

すけれども、そこにおいても立地に向けた活動を進める。基本設計に向けた技術的な検討

を進めるとか、理解増進のための活動を進めていくということを行っていこうと検討され

ているという状況でございます。 

  １１ページを御覧ください。最後に、というところでございます。 
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  この部会で議論していただいております医療用等ラジオアイソトープの製造・利用におい

てその活動から生じるアルファ核種を含む廃棄物など放射性廃棄物の処理処分は避けて通

れない重要な課題の一つだと思います。 

  医療用廃棄物につきましては、現在、各事業所においてずっと保管されている状況だと思

います。また、この処分に向けた法制度が一部未整備な状態になっているのかと思います。

今後、国内で本格的な臨床試験が目前に迫っているという状況かと思いますけれども、そ

うした中で参入を検討している企業等にとっても廃棄物の問題というのは大きな課題だと

思います。 

  研究開発拠点の整備に際しては、放射性廃棄物の処理・処分まで含めて取り組んでいくと

いうことが必要だと思います。 

  他方で、放射性廃棄物の埋設施設の設置につきましては、地域の御理解と御協力があって

初めて実現するものでございます。そのためこの埋設事業におきましては、立地推進と併

せて立地地域との共生に資する取組ということも進めることが不可欠だということで取り

組んでおりまして、具体的には法令に基づき原子力機構に積み立てている埋設事業費の一

部を地域との共生に係る取組に支出するということを想定しているという状況でございま

す。 

  医療用等ラジオアイソトープの製造・利用を推進する関係者の皆様には、是非この廃棄物

の問題に対しても引き続き御理解と御協力をお願いしたいというところでございます。 

  私からの説明は以上になります。 

（上坂部会長）阿部室長、ありがとうございました。 

  次に、資料３、医療用放射性汚染物の廃棄等について、厚生労働省医政局地域医療計画課

矢野課長補佐より御説明していただきます。 

  時間は１０分でお願いします。それでは、よろしくお願いします。 

（矢野課長補佐）厚生労働省医政局です。音声届いておりますでしょうか。 

（上坂部会長）聞こえております。 

（矢野課長補佐）医療用放射性汚染物の廃棄等について御説明いたします。 

  スライド２をお願いいたします。資料３でございます。 

  医療用放射性汚染物の廃棄等については、医療法施行規則において、以下の規定を設けて

ございます。 

  まず、医療用放射性汚染物を廃棄する施設の構造設備基準がございます。また、医療機関
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が医療用放射性汚染物の廃棄を委託する者の規定。指定委託業者は現在日本アイソトープ

協会１者となっております。そして、一番下の括弧でございますが、陽電子断層撮影診療

用放射性同位元素、いわゆるＰＥＴ検査薬による汚染物の取扱いでございます。ＰＥＴ検

査薬に汚染されたものについては、院内で特定の条件において原子数が１を下回る期間保

管の後は、ＰＥＴ検査薬又は放射性同位元素によって汚染されたものでないものとしてお

ります。 

  次、お願いします。 

  スライド３に、ＰＥＴ検査薬等の保管廃棄の具体を示してございます。医療法施行規則及

び厚生労働省告示におきまして、規定する核種ごとに右下の表にお示ししている数量以下

の場合、ほかのものが混入しない等の管理を行い、７日間経過した後は放射性汚染物では

ない取扱いとすることができるとしております。 

  こちらは平成１６年７月に公表及び告知されたものでございますが、同年３月に旧放射線

障害防止法、現ＲＩ法の施行規則におけるＰＥＴ検査薬等の廃棄基準が改正されたことを

受けまして同様の基準を取り入れたということでございます。 

  スライド４をお願いいたします。 

  こちらは放射性廃棄物の処理に関する現状でございます。昨年６月に厚生労働省医政局が

開催した医療放射線の適正管理に関する検討会でお示ししたものでございます。 

  放射性廃棄物については汚染の原因となる放射性物質の取扱いを規制する法令に基づき廃

棄されるため、複数の法令において廃棄が規制されております。 

  このうち、ＲＩ法において規制されている放射性廃棄物については平成２９年のＲＩ法の

改正により廃棄に係る特例が設けられ、炉規法下の廃棄物とみなし、最終処分である埋設

を行うことが可能となりました。 

  他方、医療法におきましては、規制されている放射性廃棄物については医療法に最終処分

に関する規定がないことから、医療機関から廃棄を委託された指定委託業者における保管

廃棄が続けられている状況にございます。 

  なお、既に皆様方御案内のとおりでございますが、平成２９年のＲＩ法改正時には附帯決

議が付されておりまして、放射性同位元素、放射線発生装置及び核燃料物質等は研究機関、

大学、医療機関、民間企業等において幅広く使用されており、多様な放射性廃棄物が発生

している状況にあることから、これらの施設を所管する関係各法律においては早期に処

理・処分の合理化に係る規定を整備することとされました。 
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  また、放射性廃棄物のクリアランス制度につきましては、ＲＩ法及び炉規法で規定されて

いるものの医療法では規定されていないという現状がございます。 

  次のスライド、お願いいたします。 

  クリアランス制度や減衰保管後廃棄制度に関しましては、これまでの医療放射線の適正管

理に関する検討会におきまして、スライド５にお示ししますような議論を行っております。 

  まず、クリアランス制度を仮に医療法において行うとした場合、制御を設定するという際

にまず問題となってきますのは医療用放射性汚染物を生じる医療機関というのは全国で約

１，１００施設以上あるということでございます。ＲＩ法及び炉規法においてクリアラン

スは第三者認証を求めており、仮に医療法においても同様の規定を設けるとした場合、全

国の１，１００か所以上の医療機関に対して第三者認証を行う必要があろうというところ

でございます。 

  また、減衰保管後廃棄制度につきましては、医療用放射性汚染物の放射性同位元素の原子

数が保管廃棄による減衰によって１を下回る必要があるということを求めるとなりますと、

例えば本部会でも国産化について議論されておりますテクネチウム９９ｍにつきましては、

その娘核種、テクネチウム９９は半減期が２１万年ということで非常に長いという問題も

ございます。 

  また、これにつきましてもやはり第三者機関による放射能濃度の確認が必要になろうとい

うことでございます。 

  このようなことから、同検討会におきましては基本的考え方として、医療法において医療

機関内でクリアランスや減衰保管後廃棄を行うことは、長半減期核種の存在や多数の事業

所に対する第三者認証を行う必要があることから、現実的な制度とは言い難いというよう

に整理してございます。 

  そのような観点から、既にクリアランスが制度化されているＲＩ法又は炉規法に基づき医

療用放射性汚染物を処理することが現実的ではないかとの整理を行っております。 

  次、お願いいたします。 

  スライド６はここまでお話ししたようなクリアランス制度や減衰後保管廃棄制度に関する

整理を踏まえまして、医療用放射性汚染物の規制の一元化の案についてお示ししたもので

す。 

  先にお話ししましたＲＩ法改正時の附帯決議におきまして、処理・処分の合理化が求めら

れていることから、医療機関又は指定委託業者が保管廃棄している医療用放射性汚染物の
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廃棄をＲＩ法の許可廃棄業者に委託できることとし、処理・処分の合理化を図ってはどう

かというものでございます。 

  医療法における医療用放射性汚染物については、現行は医療法施行規則に基づく指定委託

業者に対して廃棄を委託しているところでございますが、ここに関して点線で示されてお

ります医療機関からＲＩ法の許可廃棄業者、また医療法の指定委託業者からＲＩ法の許可

廃棄業者への道筋を可能とすることで、処理・処分の合理化を図る方向で構成員からもお

おむね合理が得られております。 

  こちらの概要図は平成３１年３月及び昨年６月の検討会において議論していただいたもの

でございますが、これらの検討会には原子力規制庁の方にもオブザーバーとして出席して

いただいております。引き続き関係省庁との調整を行ってまいりたいと存じます。以上で

ございます。 

（上坂部会長）矢野課長補佐、ありがとうございます。 

  次に、資料４、ＲＩ法による放射性廃棄物の状況について、原子力規制庁放射線規制部門

宮本管理官より御説明していただきます。 

  時間は１０分でお願いいたします。それではよろしくお願いします。 

（宮本管理官）原子力規制庁放射線規制部門の宮本でございます。 

  現行の制度や状況等につきましては、これまで皆さんからいろいろ御説明していただきま

したので被るようなものは省略いたしまして、少し核心的な部分ということで規制庁の考

えを説明させていただきたいと思います。 

  用意している資料は特に前段は省略しまして、原子力委員会事務局さんから今回の説明に

当たってこういうことを特に説明してくれということがありましたものですから、これに

ついてまず説明をして、その後規制庁の考えを述べさせていただきたいというふうに思っ

ております。 

  まず、①のところですけれども、クリアランス制度の中でのＰＥＴ７日間のルールという

のは、先ほどあった４核種について７日間きちんと保管すれば、規制が除外されるという

ものであります。多分このクリアランス制度というのは放射能の測定評価、濃度確認をも

って規制を除外するという制度であります。 

  それから、もう一つ、これまでも出ておりましたＤＩＳについてはもう既に減衰保管とい

うことで紹介がありましたので、そのような制度だと思います。ここで原子力委員会さん

の方からＤＩＳ導入が難しい事象はあるのかと、これは規制庁の方に投げ掛けられるのは
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どうかなという質問でございますので、これは後ほどお話をしたいというふうに思ってお

ります。 

  それから、附帯決議に関しましてはもう御存じのように、これはもともとは先ほどもお話

がありましたように、ＪＡＥＡの方が原子炉等規制法下で埋設施設を設置、運営し、そこ

に埋設していくということを目指しておりますので、ＲＩ法から原子炉等規制法に移せる

というような法改正を行ったということであります。 

  まず、ざっとしたところでございます。 

  規制庁の考えといたしましては、まずＰＥＴ４核種７日間ルールというのがどういうふう

に出てきたかということでは、これの検討としてまず推進利用側でどういうものをどうい

う利用範囲でやっていくのか、更にそこのところでは必要な安全確保策の検討ということ

で、管理方法でありますとか、その中の親核種の問題、子孫核種の問題、これはサイクロ

トロンで作りますので、ターゲット外核種の生成問題というようなものが種々検討された

上で提案、要望されて規制制度化されたというものでございます。 

  それから、次のＤＩＳも併せてですけれども、これは２ページの②の後半に書いてござい

ますけれども、これが考え方でございまして、まず推進利用側でどういう範囲、どういう

特徴で使っていくのか、それには安全確保策や安全確保の考え方が当然あるだろうという

こと。 

  それから、科学的根拠等の整理、整備、取りまとめを行った上で、規制に関することも含

めた具体的課題、その中でいろいろ課題があるでしょうし、その中ではいろいろな関係者

が役割を果たさなければいけないという中で規制側が果たすべき役割については果たして

いきたい。その結果、安全が確保されたら合理的な規制も含めた対応ということが達成さ

れるのであろうということであります。 

  ここの中でこれは医療用だけに限らない話になりますので、これは司令塔として取りまと

めを原子力委員会さんの方が行われるのだと思いますけれども、そちらの方で例えばＰＥ

Ｔ４核種の制度といいますよりも、その方策、安全確保も行われた方策ですので、この方

策、あるいはＤＩＳの方策、クリアランスの方策、これはそれぞれ有効な仕組みだと思っ

ておりますので、それらをどういうものについてどういう適用をしていくのが合理的なの

か、というのを取りまとめていただいて、そうするとその中でいろいろな推進利用側の方

でやるべき役割が大きいかと思いますけれども、その中で規制側が規制制度として検討し

なければいけないということも出てくるでしょうから、その際には双方の対話も含めて、
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規制機関としての役割を果たしていきたいというふうに考えているものでございます。 

  ここでもう一つ、大きいのはその際に例えば規制で言いますと、それは例えばＲＩ法の規

制から外れるというところまでがＲＩ法の担当でできるところでありますので、これは原

子力委員会さんの資料１の２ページ目にも書いてありますけれども、まず目的、ゴール、

これはどのように規制除外をした後に対応されるのか、これは再資源化でありますとか、

再利用の拡大ということも言われております。 

  それから、一般廃棄物といいますか、産業廃棄物として放射性の負担を軽くした廃棄物と

して処理するのかというようなこともあります。どういう方向を目指すのかということと、

そのゴールの目途を立てていただくということが大事だろうと思います。それによって規

制機関としてもどのような検討をするのかということの課題が出てくるのであろうという

ふうに思ってございます。 

  それから、４番の廃棄物のところでありますけれども、これは一番大事なのは最終的なゴ

ールをどこに置くかということで、今ここまで関係者の御努力で進められてきたＪＡＥＡ

の埋設施設、これに埋設するということがまず一旦のゴールだというふうに思います。 

  これについて文部科学省さんといいますよりもＪＡＥＡさんを中心にということだと思い

ますけれども、まず受入れ側が中心になってどのような施設でどのようなものをどのよう

な条件で受け入れるのかということがあって、それで発生側がそれに応じた対応の検討を

行う。更に必要があれば、それに対する規制対応を規制機関としても行っていくというこ

となのではないかというふうに考えてございます。 

  先ほど文部科学省さんからお話がありましたように、ＪＡＥＡさんを中心にＲＩ協会等と

情報交換をしながら進めているということでございますので、そういう状況についてもウ

ォッチしていきたいなと思ってございます。 

  それから、先ほど厚生労働省さんの方からＲＩ法に関していろいろお話を頂いたので、若

干認識が違うところがあるので、ちょっとお話をしておきたいということであります。 

  最後に、厚生労働省医療放射線の適正管理に関する検討会で検討されているということで

そこには我々もオブザーバーとして参加させていただいております。その際に、現状で申

し上げているのは、今検討されているのが技術的検討課題の一部というふうになっており

ますので、技術的検討課題、それから制度や仕組みの課題についても網羅的に整理してい

ただくようにということで、コメントをしております。 

  それらがあってＲＩ法としても検討ができるのであろうというふうに考えております。現
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状ではまだＲＩ法でどうするか。だから、厚生労働省さんから御提案を頂いてどうするか

ということが今申し上げられるという状況ではないというふうに考えています。 

  例えば、厚生労働省さんの５ページの減衰保管のところ、これは超半減期核種が混ざって

第三者機関の確認が必要となるというのが減衰保管という制度の利用の方法なのか、一番

最初に申し上げたことでありますけれども、基本的考え方のところで医療機関が多数あっ

て既に制度化されているということは、ちょっと飛びすぎていて、医療機関だけではなく

てＲＩも事業者がたくさんあって、発生者責任がありますから、医療機関がＲＩの許可を

取って、ＲＩ法の中で例えばクリアランスするということも同じふうに現実的ではないな

ということであります。 

  それから、６ページの絵についてもなぜこれでＲＩ法を経由すると合理的なのか、最終的

には原子炉等規制法の施設に埋設をするということを目指すということでありますので、

そこに埋設されるということを医療法の中でどう確認して移すのかとか、法令を移管する

と、これは発生者責任というのは消えませんから、その間のマニフェスト等の履歴という

のは必ず受け継いでいく必要があるということもあって、先ほど言いましたように否定す

るわけではありませんけれども、合理的なのかということについて、網羅的な検討状況で

はないので、まだＲＩ法では検討できるという状況になってないなという感じがしており

ます。 

  また、これだけではないんですけれども、内閣府さんの資料にもあったんですけれども、

医療廃棄物ということと、厚生労働省さんが言われているのは、これは医政局ですから、

これは医療法の廃棄物だと思うんですけれども、これは多分ここで書いてある事情という

のは薬機法だと事情が違うので、またちょっとどのようなことを考えられているのかとい

うことがあるかと思いますけれども、その辺についてもやはり全体を整理してそれぞれ、

我々も含めていろいろな人が役割を果たしていかなければいけないということであります

ので、その辺の全体の整理、これは司令塔といいますか取りまとめ役を務められるのは原

子力委員会さんでしょうから、その辺のところをきちんと取りまとめて必要な提案、要望

を行っていただいて、関係者で対応しながらそれぞれ役割を果たしていくということで進

めるのがいいのではないかというのが原子力規制庁の考え方であります。以上であります。 

（上坂部会長）宮本様、ありがとうございます。 

  それでは、本日の事務局資料の資料１の１４ページにあります廃棄物に関する論点に基づ

いて、これから３０分程度議論したいと存じます。 
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  時間が限られておりますので、各委員におかれましては意見があっても３分以内でお願い

したいと存じます。 

  これまでの説明に対する質問についてもここでお受けしたいと思います。 

  それでは、御質問ございましたら、挙手のサインをお願いします。 

  東委員、よろしくお願いします。 

（東委員）恐れ入ります。ちょっと念のため申し添えたいと思うんですけれども、文部科学省

の資料２の２ページにおきまして、ＱＳＴからのスライドが提示されておりまして、アル

ファ廃棄物が今引き取っていただけないという問題の提示でございましたけれども、現在

は正式な廃棄物としての所定の手続がなされておりませんので、現段階では飽くまで貯蔵

中という扱いでございますので、したがって正式な廃棄物として耐火性のある金属性ドラ

ムに封入されてないものがちょっと一部、右上に映っておりますが、飽くまで今後別棟に

準備しております本来の廃棄物保管場所が稼働しましたらそちらに、手続に従って正式な

ドラム缶に移す前の一時的な貯蔵の状態をスライドとしているということだけ申し添えて

おきます。以上でございます。 

（上坂部会長）ありがとうございました。 

  それでは、御質問、コメント、よろしくお願いいたします。 

  佐野委員、よろしくお願いします。 

（佐野委員）御説明、ありがとうございます。 

  議論を進める意味で、最後に規制庁の宮本さんがおっしゃったことに関連して、厚生労働

省の５ページから６ページ、絵がありますけれども、厚生労働省の方としてはこういう形

でＲＩ法又は炉規法に基づく対応が必要、現実的ではないかということでこの絵が描かれ

ているんですが、先ほど宮本さんがおっしゃったような、まだ総合的な検討案ができてな

いんじゃないかということですが、これに対する厚生労働省の反応ですか、それをお聞き

したいと思います。今後、そのような検討を深める計画があるのか、あるいはどういうタ

イムラインでどのようなタイミングでそのようなことを検討することを考えていらっしゃ

るのか、お願いします。 

（矢野課長補佐）厚生労働省医政局でございます。聞こえておりますでしょうか。 

  ６月に開催しました検討会の方でも医療法において規定されている放射性同位元素という

ことに関しまして、ヒトに投与されるということから感染性を特有の課題として事務局の

方から提示してございます。このように医療用放射性汚染物の廃棄、ＲＩ廃棄業者に委託
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する前に、その際に問題となるような特有の課題があればそれに対して対応したいという

ことで、議論をしてございます。 

  そのときに、感染性を失わせる処置として適切な条件下での焼却などはいかがかというよ

うな疑問もしてございまして、先ほど課題の整理というふうに規制庁さんの方がおっしゃ

っておりましたけれども、そのような課題に対して対応、整理を行っているというところ

でございます。 

  また、今後の具体的なスケジュールについてはちょっとこの場で申し上げるということは

なかなか難しいものでございますが、今後も原子力規制庁としっかり調整を進めていきた

いというふうに考えてございます。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  ほかに御質問、コメントはございませんでしょうか。 

  絹谷先生、どうぞよろしくお願いします。 

（絹谷理事長）核医学会の絹谷と申します。今日はいろいろと議論させていただきましたけれ

ども、医療現場の立場でシンプルな質問なんですが、資料１でいろいろな国の医療用廃棄

物の処分の状況というのをお示ししていただいていますけれども、かなり前からこういう

議論をしていただいていて、何が引っ掛かってこれが進まないのか、医療現場の人間とし

ては非常に理解し難いですけれども、どういったことか説明していただけますでしょうか。 

  それでは、ちょっと質問の切り口を変えますけれども、先ほど地域医療計画課からクリア

ランスの、資料の５ページですけれども、テクネ９９ｍの超半減期の娘核種が９９という

のがありますよと。それは分かるのですが、例えば患者さんたちが検査を受けられて、テ

クネ９９ｍが残った状況で家に帰られるわけですよね。そうすると環境中に相当な量のテ

クネ９９というのが既に出ているはずですけれども、むしろ病院の中で保管している量よ

りもはるかに大量のものが環境中に出ているのに当たって、なぜこの相当長い超半減期の

核種の考慮が必要なのか。これも現場の人間として分からないんですけれども、説明して

いただけますでしょうか。 

（上坂部会長）これは厚生労働省、いかがでしょうか。 

（絹谷理事長）今、ここで回答を頂けないのであれば、私が今投げ掛けた質問に関して、担当

の方々が少し持ち帰って考えていただければそれで結構です。 

（上坂部会長）規制庁、いかがでしょうか。宮本さん。 

（宮本管理官）原子力規制庁の宮本です。どの質問でしょうか。なぜこのＤＩＳの導入が進ま
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ないかということでしょうか。 

（上坂部会長）はい、そうです。 

（宮本管理官）これは先ほども申し上げましたけれども、これを規制制度と捉えるから、うま

く進まないと思っています。まずこれはこういう考え方を用いた安全確保の方策があると。

それ以外にＰＥＴ４核種７日間ルールのような確保の方策もあるということについて、ま

ず推進利用側がどういうものをどういうふうに使っていくのか。それについてどう安全確

保するのかを、どういう方策を使ってやっていくのがいいのか、合理的なのかというのが

整理をされないということで、我々規制機関としては規制機関が検討すべき課題、検討す

べきこと、これがはっきりしていないというのが我々の状態だと認識しておりますので、

規制機関としては考え方としては早くやった方がいいとは思いますけれども、我々の役割

のところがまだ来ていないというように考えています。 

（絹谷理事長）今の御回答は病院のものとは全然別物だと理解しますけれども、医療用の放射

性廃棄物に関してはまた別問題のような気がするのですが。確かに先ほどから使用者責任

というような趣旨の発言もございますので重々承知しております。どういう方向で整理し

ていただくべきかということを実際に使っている医療者側の例えば学会から提出するとい

うことも重々理解していますけれども、研究所から出るものではなくて病院から出るもの

に関して私は質問を申し上げました。 

  そのうちの一つがここに今、共有されているテクネ９９の問題です。医療用の廃棄物に関

してはもう各国が既に整備しているのは国として把握されているのになぜ進まないのでし

ょうかというのが私の趣旨です。ＲＩ法に移管してどうのこうのという話をお聞きしてい

るのではありません。 

（上坂部会長）厚生労働省いかがでしょうか。 

  後で御回答をまとめていただくということで、厚生労働省さんの方でよろしくお願いいた

します。 

（絹谷理事長）先ほど申し上げていたとおり、それで結構です。 

（上坂部会長）それでは、ほかの件で質疑したいと思いますが、委員の先生方ございませんで

しょうか。 

  櫻井委員、よろしくお願いします。 

（櫻井委員）今回も前々回ぐらいと全く同じ印象を持ってしまったのですが、規制庁の方で例

えばサイエンティフィックなディシジョンで物事を決めているという一方で、今日は法律
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の話に縛られているとか、それから役所の間で考え方が違う。その根底に本来なければい

けないのはサイエンティフィックなディシジョンだと思うのですよね。クリアランスレベ

ルというのは大体何グラム当たり何ベクレルかというような値。それから、資料１にもあ

った各国の処分のやり方というのもいわゆるバックグラウンドレベルと区別できるかでき

ないかとか。そういった極めてサイエンティフィックな議論をしているにもかかわらず、

なぜ日本ではそれができないのかというのは非常に疑問を感じざるを得ません。 

  それで、テクネシウムというのは半減期が長いがゆえに単位時間の崩壊の数というのが少

ない。これはもうサイエンティフィックに決まっていることです。 

  テクネシウム９９に関してはＩＡＥＡがクリアランスレベルを決めているのかという、決

めてないのではないかと、ちょっと調べないと分からないのですけれども、そういったと

ころもあるのかなと。 

  それから、私はこれは理由は全然分からないのですけど、原子数が１を下回るというのは、

これは定量的にどういう意味なのか、これはちょっとよく分からなくて、１を下回るとい

うことはゼロですかということです。そこまで厳しい規制をやって、何のメリットがある

のかというのが全くよく分からないです。これが私の感想です。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  それでは、篠原委員、よろしくお願いいたします。 

（篠原委員）今、櫻井先生が言われたことは全く同感で、それも言いたかったんですが、もう

一つはクリアランスレベル、これは運用されているのがないということがどこかに書いて

あったんですが、これは実は非常に使いにくくて、多分、原子炉とか大きな施設でやって

いるところは、それ用のやつが多分こっちに回ってきていると思うのですけれども、例え

ばうちの大学のＲＩの実験室なんかで使うとしたら、恐らく認可された方法でうんぬんと

いうとこら辺で引っ掛かって、専門業者に頼むとかいうことになってしまうということで

すので、これはもうちょっと運用の仕方、本当に使えるようにすべきだろうなと思います。 

  クリアランスレベルの数値自身はいろいろ研究されて、決まっているはずなのですけれど

も、多分運用の仕方が非常にまずいという感じでいますので、それとＤＩＳもそうですよ

ね。安全確保という辺りをどうすればいいかというのは多分関係する会議とかで議論した

らいいと思うのですが、そういうことをすれば可能性があるということすら多分余り周知

されていないので、そこら辺を何とか最後の提言辺りでもいいですけれども、何か取り入

れて、これは実際に動いてＤＩＳが使えるようにとか、クリアランスレベルを運用できる
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ような形にちょっとやるとか、その辺のとこら辺をしないと、恐らく必ずどこかで引っ掛

かると思いますので、是非ちょっと議論していきたいと思います。よろしくお願いします。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  今、論点１と申し上げたのですが、もう２の放射性汚染物の合理的な処理・処分の推進に

ついて、検討すべき項目は何か、こちらの議論にもなっているかと思います。１と２、含

めてでも結構ですので、御議論、コメント等していただければ幸いでございます。よろし

くお願いします。 

  畑澤先生、よろしくお願いします。 

（畑澤委員）畑澤です。それでは、質問をさせていただきます。 

  文部科学省の御説明、廃棄物の埋設事業についてということで御説明していただきまして、

ページ９の辺りに埋設施設の概要というものが出ております。これについて、埋設の土地

を選定するプロセスはどういう具合になっているのか。これが決まるのはいつ頃なのか。 

（阿部室長）文部科学省阿部でございます。 

  後段の時期に関しましては、これは相手のある話ですので、いついつまでにというような

ことを明確に申し上げることはなかなか難しい話かなと思います。 

  プロセスについてですけれども、これは原子力機構の実施計画の中に、こういうやり方を

しますという記載がございまして、今現在はいわゆる申入れ方式と呼ばれていますけれど

も、原子力機構の方で様々な条件を見ながら立地場所にふさわしいところを検討して、そ

こに申し入れていくというような方式で、今現在は取組を進めているという状況でござい

ます。 

  ただ一方で、法改正を平成２０年にしておりますが、そこからかなり時間もたっていると

いう状況もございますし、いろいろな可能性を排除せずに検討していかなければならない

というところかとは思っておりますので、引き続き様々な状況を踏まえながら検討を進め

ていきたいというところでございます。以上です。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

（畑澤委員）ありがとうございます。 

（上坂部会長）それでは、高野委員、よろしくお願いします。 

（高野委員）ありがとうございます。聞こえますでしょうか。 

（上坂部会長）聞こえております。 

（高野委員）先ほどの規制庁のお話と当院の経験からちょっとお話をさせていただきたいんで
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すけれども、ＰＥＴ４核種以外も例えば核種が出てきたときに推進利用側でどんな問題が

あるのかまとめて持ってこいということだと思うんですけれども、問題点も全部まとめて、

それから答えも案をまとめて、そして持ってきたら考えてあげるよということだと思うん

ですけど、なかなか、もちろん学会としてそういった仕事をしていたりするのも大事だと

思うんですけれども、一方で、規制を最初に作っていただいているところでどういうふう

に利用してほしいというのが多分あるんだと思うので、例えばＲＩ法のクリアランス制度

というのも先ほどどなたかがおっしゃっていましたけれども、認識自体されてないという

お話もされていましたが、どういうふうにこのクリアランス制度というのは使っていくべ

きだというのか、ある程度示していただけると有り難いというか、そうでないとなかなか

推進利用側でも難しいのではないかなというふうに感じました。 

  あと廃棄物処理に関して、ずっとためてきたものについて埋設処理をするというふうなお

話でしたけれども、それ以前にもう既にほとんどバックグラウンドレベルと差がないよう

なものになっているものをＲＩとして扱ってまた埋設するという処分が適切なのかという

ところもあるのではないかと思ったので、その辺りも含めて議論が進むといいのではない

かなというふうに思いました。 

  以上です。ありがとうございます。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  ちょっと難しいことだと思うのですけれども、規制庁、どうですかね。今後の話の進め方

です。もちろん推進側から問題解決案等を作ってということだと思うのです。お答えでき

ればと思いますが、いかがでしょうか。 

（宮本管理官）原子力規制庁の宮本です。なかなか今のお話、こちらが訴えるのは難しいとい

うことがあるのと、今の中の問題は大きく二つあると思っていて、まず規制がこういうふ

うに規制するからこういうふうに推進したらどうだ、ということをするということはない

です。 

  やはり繰り返し申し上げますように、推進側、利用側で、いろいろ、サイエンティフィッ

クに合理的ではないという話がありましたけれども、ここには多分科学者の関与というの

も非常に重要だと思います。ここは推進側、利用側、科学者というのは大きく重なるグル

ープでもありますので、そちらの方でまずまとめていただければなと。 

  多分、恐らくそこの中には安全確保が当然図られるという方法でしか出てこないと思って

いますので、それを制度にする、もう一つその先に考えなければいけないのは、それが先
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ほど申し上げましたように、ＰＥＴ４核種７日間ルールなのか、ＤＩＳ、クリアランス、

いろいろな方策がある中で、どういうものをどういう方策を使うのが合理的なのかという

ようなこと、そういうふうにまとめていただければ規制としての課題がはっきりして、規

制側の検討も進めやすいかなというふうに思っています。 

  もう一つ目は、これは私が高野先生に言うのは非常に恐縮な問題ではあるんですけれども、

これは病院ですとかＲＩ事業者もうそうですけれども、そこの機関で発生者責任だからそ

こで全部をやれといってもこれは現状難しいというのは分かっていますけれども、だから

そこに規制が何らかの手を加えるということではなくて、そこは推進利用側で支援するな

り、そういうところが責任を果たせるようにということが考え方なのではないかというふ

うに思っております。以上です。 

（上坂部会長）それでは手が挙がっている順番から指させていただきます。 

  東委員、よろしくお願いします。 

（東委員）東です。簡単にコメントだけ。以前も私の方からクリアランス制度についてお話を

ということで、コメントをさせていただいたんですが、今日、割と医療法、病院、医療機

関等の話が今のところ議論の中心となっておりますけれども、薬剤開発においてはやはり

ＲＩ管理区域内で放射性医薬品を開発するということになってきますと、もちろん投与し

た動物を捨てる、捨てないとかという問題もあるんですが、精密な検討、解析をＲＩ管理

区域で行うためにＲＩ管理区域内にかなり大きな機械、高額な機械、精密な機械を持ち込

む必要があるということになります。 

  外に出せないというところが大きな問題で、また中に入れてしまうと、そのＲＩを汚染と

いうかＲＩを含んだものを取り扱った高額な大きな機械がまた今度は取り出せない、捨て

られない、中でしか使えないということになって非常に研究が進みにくい。こういう点が、

私が現在ＲＩの放射性医薬品を開発するという中で、今、直面している問題で、患者さん

の問題以外にもいろいろな問題を含んでいるということで、幅広く議論していただければ

なと思っております。以上でございます。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  それでは、横山委員、お願いいたします。 

（横山委員）横山です。今、お話を聞いていて、一つは医療放射線の適正管理に関する検討会

というのが平成３１年、もう３年程度たっているかと思います。優先順位等がございます

ので、早くやってほしいというのも難しいのかもしれないですけれども、やはりこちらの
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方は早急に対応というか検討を進めていただきたいというのがあります。 

  医療法だけではなくて薬機法でも関連してくるようなものがあって、また違う取扱いにな

るということなので、そちらも厚生労働省さんの方で是非検討を進めていただきたいとい

うこと。 

  それから、規制庁さんのお話もありましたけれども、推進側がやはりこういうことに関し

ましては是非この委員会で提案ですか提言として取りまとめていただいて、うまく進むよ

うにということだと思います。それと併せて検討に際してやはり早い段階から規制の方に

も入っていただいて、問題が解決できるようなところがあれば、そこで意見をもらってい

くというようなことをしていただければなと思います。以上です。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  それでは、高野委員、お願いいたします。 

（高野委員）先ほどの宮本先生のお答えにも少しちょっとコメントをさせていただければと思

います。ありがとうございました。 

  １点だけなのですけれども、規制庁の先生方は規制をする側であるから利用推進側がやは

りやるべきだというお話だったと思うんですが、科学的な側面も含めて利用推進側で持っ

てきて、法律の方を規制の先生方がまとめる、最後にまとめますよというお話なのかなと

理解したんですけれども、もしそうであれば科学的な目線であったり、利用についての目

線というの自体が規制に必要なことだと思うので、規制庁の中にそういう部門ですか、ち

ょっと仕組みは分かってないんですけれども、そういったのがあった方がやはり、そんな

に進みにくいままだと、やはり医療も患者さんも国民全体への不利益になってしまうと思

うので、規制は何のためにあるかというところに立ち返って、ちょっと再編というか、必

要な部門とかができてもいいんじゃないかなというふうに個人的ですけど思いました。よ

ろしく御検討お願いします。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  それでは、今、手が挙がっている先生の御意見を伺って、それから議論したいと思います。 

  小川委員、よろしくお願いします。 

（小川委員）すみません、一旦下げさせていただいたのは大したコメントじゃないなと思って

下げました。 

  高野先生のおっしゃることも絹谷先生のおっしゃることも非常によく分かるのです。何で

利用推進側がやらなければいけないかと言われて、その宮本さんの話も非常に分かります。 
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  何でそれがうまく進まないのかというと、多分次の話題にも関わってくるのでしょうけれ

ども、人材育成なのかなという気もしています。そういう法律に詳しい人がそういう、利

用側の方でそういうまとめる人がいると話が進みやすいのかなと、そういう人材育成をこ

れからしていくことも一つ必要なのかなというコメントでした。失礼しました。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  それでは、秋光委員、お願いいたします。 

（秋光委員）東京大学の秋光です。ありがとうございます。 

  今日、規制庁様のお話を伺えたのは非常に貴重だったと思います。ありがとうございます。 

  その上で、これは素朴な疑問なのですが、厚労省様の方のこの委員会、検討会の方に規制

庁様もオブザーバーとして御参加されていたと伺ったんですが、あたかも今回初めてコメ

ントされたかのようで、既に厚労省様の方での検討会でもフィードバックという形で、規

制庁様も問題点はこういうところがありますよということであれば、もう少し厚労省側様

でも検討ができて深みのある、規制庁様側もこれならとか、もう少し何でしょう、相互に

議論できればいいと思うのですけれども、聞いていましたと、こういう問題点があること

は理解していましたと、でも言っていませんというのはちょっとそういうのを今後なくし

ていくことが大事なんじゃないかなと、これは素朴に思いました。 

  もう一つ、厚労省様の検討でもクリアランスのところで、対象となる放射性物質の原子数

は１未満ということがあって、これはこれで非常に厳しくて推進側として頑張って、これ

ぐらいの意欲を出されたのだと思うのですけれども、例えばこれ全部今後これをやってい

くには多分無理で、だからこそＰＥＴ４核種だけになったと思うのですね。今後テクネと

かも考えた場合に、既に下限数量ということが決まっていまして、テクネチウム９９ｍだ

けじゃなくて、９９についても下限数量というのは別表を見ると入っていますので、今後

こういったゼロとかではなくて、櫻井先生がおっしゃったように科学的議論としては少な

くとも下限数量というのが出ていますので、こういったものを議論してこれ未満であれば

放射性物質として取り扱わないという、そういう仕組みを利用した方がいいんじゃないか

なというふうに思いました。 

  あともう一つ、これは先ほど小川先生もおっしゃって、私も正に言おうと思っていたとこ

ろだったのですけれども、人材育成ということで、推進側でやってくださいというのは御

もっともなのですが、それをやる人材が推進側に不足している。法令の議論になれば規制

庁様にサイエンティストはかなうはずがないので、そういう人材育成というのを今後計画



－26－ 

的にやっていかなければいけない。また、そのためにもそういう人材が評価されるような

場とか、そういったところを今後用意していく、これは国とか学会とか大学とかいろいろ

なところが考えるべきだと思うのですけれども、正に問題意識だというふうに思いました。

私からは以上です。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  それでは、もう２件御意見を伺って、ちょっとまとめて次の人材育成の方にいきたいと思

います。 

  東委員、よろしくお願いします。 

（東委員）東、消し忘れですので、どうぞ続けてください。 

（上坂部会長）分かりました。 

 高野委員、いかがでしょうか。 

（高野委員）ちょっと何を言おうとしたか忘れたので、大丈夫です。すみません、ありがとう

ございます。 

（上坂部会長）佐野委員、よろしくお願いします。 

（佐野委員）お話を伺っていて、厚労省がどういうふうに進めるんだというのを是非、取りあ

えずの見解でもお聞きしておくべきだと思います。お願いします。 

（矢野課長補佐）厚生労働省医政局でございます。先生、申し訳ありません。何の課題に対し

ての進め方という御質問でありましたでしょうか。 

（佐野委員）先ほどの規制庁さん宮本さんの、結局総合的な網羅的な案を持ってきてください。

規制側としてそれで検討しますというポジションなわけでしょう。その網羅的な合理的な

案というものを作るというのはやはり厚労省でしょう。その主体となるべきは。実際に委

員会か何か立ち上げてやっているのでしょうけれども、どのようなプランをお持ちなんで

すかということです。 

（矢野課長補佐）大変失礼しました。網羅的な課題の整理というところの進め方でございます

が、先ほどからお話しさせていただいております検討会の方におきまして、廃掃法を踏ま

えた網羅的な課題の整理というのをさせていただいてございます。そちらの検討会におき

ましては、医療用放射性汚染物のうち廃掃法上の特別管理廃棄物と同等の性質を有するも

のとして、例えば、ばい塵ですとか燃え殻、廃油等が挙げられますが、これらに相当する

廃棄物はＲＩ法の下においても同様に生じている状況であるということが報告されており

まして、医療用放射性汚染物をＲＩ法に移管するに当たり、取り立てて廃掃法上の課題が
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生じるものではないのではないかという議論を既に行っているところでございます。 

  そういった議論も踏まえまして、また今後も規制庁と継続して調整を行ってまいりたいと

いうふうに考えてございます。 

（佐野委員）それでその検討会の結果というのはいつ頃出るのですか。それがいわゆる網羅的

なというか、総合的な厚労省さんの立場になるわけですか。それを規制庁に掛けるという

手順になるわけですか。いつ頃出るのですか、それは。 

（矢野課長補佐）こちらの検討会は先ほどからお話しさせていただいております令和３年６月

におきまして議題として取り上げたところでございます。そちらの検討会に規制庁の方に

もオブザーバーとして出席していただいておりまして、また今、担当者間でも引き続き調

整を行ってまいりたいというところでございます。 

（佐野委員）ですから、いつ頃検討会の報告書なりまとめた案が出るのでしょうか。 

（矢野課長補佐）調整がつき次第と考えております。 

（佐野委員）１０年後じゃないでしょう、調整がつき次第とおっしゃっているけど、２０年後

ですか、そうじゃないでしょう。やはり１年後とか１年半後というふうに考えていらっし

ゃるのですか。 

（矢野課長補佐）具体的なところまではすぐには申し上げられないのでございますが、厚労省

としましてはできる限り早くとは思ってございます。ただちょっと規制庁さんの御都合も

あると思いますので、継続して調整してまいりたいと存じます。 

（佐野委員）規制庁は待っているわけでしょう。規制庁さんはおたくのまとまったものを待っ

ているわけだから、規制庁と調整しますということではないのではないですか。案をいつ

頃できるかという、もしあなたのレベルでお答えできなかったら、上司に上げてください

よ、局長さんでも、次官でも。上げて、急ぐんですよ、この話は、こういう緊急時の話な

のですよ、ということを認識していただきたいんですよね。お答えください。 

（矢野課長補佐）御意見、ありがとうございます。先生の御意見、しっかり承りたいと存じま

す。 

（上坂部会長）それでは、櫻井委員、お手が挙がっておりますが。 

（櫻井委員）今まで先生方の御議論を聞いていて、日本国内の専門家というのを生かしきれて

ないのではないかというのをすごく懸念いたします。 

  例えば、合理的な処理・処分というのを研究されている方というのが、例えば日本原子力

学会のコミュニティにいらっしゃったり、例えばクリアランスレベルをどう設定するかと
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いう研究をされている方がいらっしゃるので、ある閉じた袋の中で議論しないで、もう少

し、どこにどういう専門家がいて、それでそういった方々とコラボレーションすることに

よって、サイエンティフィックな処理・処分というものを議論できると思うんですよね。

そういった意味で非常にもったいない状況にあるというのが私の認識で、上坂先生は原子

力学会の会長もされていたので、例えばですけど、こういう話があるのだけど、誰かやっ

てくれないかみたいな、そういったことも積極的にやっていけばできると思うので、そう

いったところ何かすごく残念だなというふうに思っています。 

  以上です。私のコメントです。 

（上坂部会長）それでは、前半のところの最後の御意見ということで、高野委員、お願いいた

します。 

（高野委員）先ほどの人材育成が必要だという話だったのですけれども、今、御議論いただい

ていたとおり、どこかにはきっといらっしゃるだろうと思うのと、それを待っているだけ

の時間も惜しいというか、待てない方たちがたくさんいると思うので、確かにヨーロッパ

や米国にはそれを専門とする人は病院の中にいるような印象を受けたのは確かなんですけ

れども、そういった人材育成も必要だと思うので、並行して行いたいのですけれども、一

方で今規制を変えるため、スピードを持って変えたり、合理的にしていくための措置とい

うのも必要ではないかなというふうに思います。よろしくお願いします。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  それから、今、櫻井先生から指名があり、原子力学会の名前が出たので、関連の事例を紹

介します。原子力学会では研究炉の安全規制に関して分科会を作って議論しています。そ

んなに数はなく、かつ実際に規制庁と対峙したのは各大学や機関です。原子力学会がそこ

にいったわけではないのですけれども、情報の収集やそれから対応、考え方を原子力学会

で議論しました。 

  また、年・大会では研究炉の規制緩和、グレーデッドアプローチに関してシンポジウムを

やりまして、毎回、規制庁の方にも来ていただいて公開で議論しました。そういうことを

研究炉ではやりました。ここで関連して私から１点。畑澤先生、同様の活動で核医学会の

役割一番重要かと思うのですが、いかがでございましょうか。 

（畑澤委員）絹谷先生も御出席ですけれども、私の方からコメントをさせていただきます。 

  利用に関しては患者さん第一ということで、いかにそこにメリットがあるかというのを最

大化しようとしているわけです。そのプロセスの中でやはり今の段階で問題になっている
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のは廃棄物を処理できない。例えば医療法の指定廃棄業者であるアイソトープ協会が保管

している処理しているそのキャパシティがどの時期にどのぐらいの最終的な埋設施設が稼

働するのかというのが全く見えない状況で進めているので、それの手前のところの様々な

医療法であったり、薬規法であったり、ＲＩ法であったりという、その整理がうまくでき

ないというのが厚労省側の大変苦しいところではないかなというふうに思っております。 

  ですから、やはり問題の一番肝心要のところは最終埋設処分地をどういうふうに決めてい

くのかというのをクリアにして道筋を付けないと、ＲＩ法と一緒にして炉規法で処分する

処分のプロセスに乗っかるとか、そういうふうな議論というのはなかなかゴールが見えな

いと難しいところではないかなというふうな気がしております。 

  それでやはり個別にクリアランスをするにはこういう問題がある、ＤＩＳをするにはこう

いう問題があるというのは言えると思うのですけれども、問題はやはりそれはプロセスの

間の問題であって、やはり最終的にどうするんだというのを原子力委員会なり省庁、それ

からこれは多分一般社会の皆さんの受容をどういうふうにするかとか、かなり政治的な問

題も含んでいるマターではないかなというふうに思っております。以上です。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  今、絹谷先生から挙手を頂いていますが、時間のこともありまして、絹谷先生にこの後に

御説明していただきますので、その後に質疑させていただけないでしょうか。ということ

でお願いいたします。 

（絹谷理事長）はい。 

（上坂部会長）それでは、次にＲＩに係る人材育成について、に移ります。 

  まず、事務局から基本事項について説明をお願いします。 

（宮本管理官）すみません。原子力規制庁の宮本でございます。私の方はこれでよろしいでし

ょうか。 

（進藤参事官）はい、結構でございます。本日はありがとうございました。 

（宮本管理官）どうもありがとうございました。途中で口を出してすみませんでした。失礼い

たします。 

（進藤参事官）では、資料５に基づいて説明をさせていただきます。ＲＩ人材に係る人材育成

についての現状整備と論点提示でございます。 

  まず、ＲＩに係る人材育成についての課題ということで、これまで専門部会での議論で、

様々な御指摘を頂いたところでございます。また内閣府の方で人材育成に関する有識者ヒ
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アリング、こちらは内閣府の委託調査の一環を通じて有識者の方々にヒアリングをさせて

いただいております。この専門部会の専門委員の方々にも一部ヒアリングをお願いした方

もいらっしゃいます。御協力いただいてありがとうございました。 

  そのヒアリングの結果は、参考資料の１に資料として配布させていただいております。後

ほど御覧いただければと思います。その中の主な意見をこちらにまとめさせていただいた

ところでございます。参考資料は時間の都合で割愛させていただきますけれども、資料５

の２ページ目、御説明させていただきます。 

  そういった意見の中で、放射線・核医学に係る魅力発信の必要性、これは核医学分野に関

心を学生時代から持っていただいて、更に就職までつなげてくれる、そういった魅力発信、

情報発信、こういったものが重要ではないか。そういった意見を頂いたところでございま

す。 

  また、ＲＩに係る研究科・研究室、そういった学内ポスト、こういったものが減少してい

る。そういった実態がある。後ほど資料を御説明させていただきますけれども、それに伴

い放射化学、ＲＩ関連の分野に進学する学生が減少している、そういった現状があるので

はないか。そういった御指摘がございました。 

  また、放射性医薬品・ＲＩに関する教育機会の乏しさ。これは実際に放射性医薬品に関連

するいろいろな講義、こういったものが大学の中で少なくなってきている。あるいは、実

習、ＲＩを用いた実習を行う、そういった機会の乏しさというのも指摘されているところ

でございます。 

  また、そういったものの解決の手段としまして、分野・ステークホルダー横断型の研究、

これは今の医療用ＲＩですと原子力、放射線に関する知識のほか、医療など多くの分野の

知識が必要になる。さらに最近ＡＩなどの技術が必要になる。そういったものの横断的な

教育が必要ではないか、そういった指摘を頂きました。 

  また、次ですけれども、そういった人材育成をするためには放射線の様々な施設の整備、

こういったものが必要ではないかという指摘がされております。小規模な大学ではなかな

かこういった放射線施設の老朽化などに伴って維持していくのが難しい、そういったこと

から放射線に関連する研究拠点、こういったものを形成しないといけないのではないか。

そういった意見というものが出てきているところでございます。 

  また、放射線・核医学分野に進学した場合に、キャリアパス、就職先、こういったものが

きちんとある。ある程度いろいろな分野につぶしが利く。そういったことを提示する必要
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性があるのではないか。そういった指摘がございました。 

  また、リカレント教育これは現場の方、実際に既に就職されている方の再教育ということ

でございますけれども、核医学分野、新しい分野になりますので、今、放射線に関連して

いる方々にそういったリカレント教育をした上で、新しい分野にチャレンジしていく。そ

ういったことの必要性についての御指摘がございました。 

  また、こういった原子力、放射化学の分野というのがこれから重要であるということ。そ

して、ＡＩ、これは医薬品の開発に関しましては、そういったＡＩの力でいろいろと医薬

品の探索などを行っているところでございますので、こういった様々な分野の融合が必要

ではないかという意見がございました。 

  コメディカル、お医者様と共同して医療に従事する、そういった医療専門職のことでござ

いますけれども、こういったコメディカルの方々が核医学を進める上では重要ではないか

と。特に医学物理士の活用などが必要ではないのか。そういった意見がこれまで出てきた

ところでございます。 

  それに関連する資料を次の３ページ以降に付けてございます。こちらはごく簡単に説明を

させていただければと思います。 

  これは篠原先生が昨年８月に原子力委員会定例会で発表していただいた資料でございます

けれども、この中で放射化学に関連する研究室の数について２００６年、約３５あったも

のが２０２０年現在では２２程度まで減少している。そういった報告がございました。こ

のような大学、研究室が非常に減少している。これによってアカデミアの人材不足、こう

いったものにつながっている。そういった御報告があったところでございます。 

  次の４ページ目でございますけれども、大阪大学の試みとしまして、放射線科学基盤機構、

これは平成３０年４月に発足したということでございますけれども、大阪大学内の様々な

放射線に関連する部門を一元化して効率的に放射線の教育を進め、こういった組織が発足

したということを本資料として御説明をさせていただいております。 

  ５ページ目でございますけれども、こちらは日本学術会議と全国ＲＩセンター長会議など

によって提案されているネットワーク型の拠点化構想でございます。このような全国の施

設の老朽化などが非常に進んでいてなかなか維持が難しいという中、各地にこういった、

何か所かネットワーク型の拠点を設けることの重要性が指摘されているところでございま

す。 

  次、６ページを開けていただければと思います。 
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  これは加速器を例にとって、ＲＩの製造から社会実装までということを図で示したもので

ございますけれども、こういった様々な過程の中で放射化学が非常に重要な位置にあると

いうことを御説明いただいたところでございます。 

  次の７ページ、こちらも同じような趣旨でございますけれども、真ん中の緑で書いてあり

ますとおり、このＲＩを扱える核分野の研究人材、そしてＲＩを取り扱える施設、こうい

ったものに課題があるということを御説明いただいたところでございます。 

  次の８ページからは医療現場について幾つかの資料を御用意させていただきました。 

  放射線医療に関わって様々な資格がございまして、医師に関連する資格、医学物理士、そ

して技師とございますけれども、技師でありますと３番目の診療放射線技師が国家資格で

ございまして、約５万４，０００人と非常に多くの方が働いているところでございます。

その他、医師や医学物理士、こちらの重要性については御説明しますが、医学物理士、大

体１，４００人程度ぐらいが今は資格保持をされていると伺っているところでございます。 

  ９ページでございますけれども、こちらは高野委員から御説明があったものでございます

けれども、米国や欧州の大きな施設では核医学部門は放射線治療、あるいは放射線診断部

門から独立した部門として存在していて、専門の医師、看護師、技師、薬剤師、医学物理

士などが専従でそろっている。ところが、日本になりますと核医学は放射線診断学の一部

門として存在しており、検査のみを扱っている場合も多いということで、この核医学治療

に関しましては放射線治療専門医やその他の専門家が対応している場合が多いといったこ

とを御報告いただいております。 

  また、核医学部門に必要な医師以外の専門職も不足しているという報告を頂いたところで

ございます。 

  １０ページでございます。 

  医学物理士に関して、これは原子力委員会定例会で西尾教授から御説明を頂いたものでご

ざいますけれども、高度な放射線治療を行うに当たっては医師、看護師、技師、これは診

療放射線技師などでございますけれども、そういったものに加えて医学物理士の役割が非

常に重要である。 

  これは右側の緑で囲ってありますとおり、患者ごとの治療経過の実施、あるいは投与放射

線の精度管理、こういったものを担う役割として非常に重要ではないかという御指摘がご

ざいました。 

  次の１１ページでございますけれども、医学物理士のがん治療政策における位置付けとい
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うことで、二つほど記載させていただきました。がん治療連携拠点病院の整備に関する指

定要件としまして、こういった機器の精度管理などを行う常勤の技術者を一人以上配置す

ることとされておりまして、この技術者の中に医学物理に係る専門資格を有する者である

ことが望ましいといったことが、がん診療連携拠点病院の指定要件の一つとして指定され

ております。 

  また、診療報酬の観点でございますけれども、粒子線治療医学管理加算に関する施設基準

の一つとして、こういった機器の精度管理等を行う専ら担当する技術者の配置というのを

要件の一つと設けておりまして、それを行う技術者として診療放射線技師その他の技術者

として医学物理士を指すということが記載されているということがございまして、医学物

理士に関しましても一定の位置付けというのが与えられているといったところがございま

す。 

  次の１２ページでございますけれども、医学物理士がどのような状況になっているのかと

いうのを２０１４年、ちょっと古い資料ではあるのですけれども、就労条件のアンケート

報告を西尾教授から頂いたところでございまして、この医学物理士の資格を持っている方

について、左下にありますとおり医学物理士としてそのまま採用されている方というのは

約２０％、その他は医学物理士の資格を持ちながらも診療放射線技師としての仕事をして

いるという方が半数を超えるような状況になっているということでございます。 

  一方、品質管理や品質保証の実施率というところでは、医学物理士が医学物理士として採

用されているところの実施率が高い、あるいは専従のＱＡ、品質管理、Ｑｕａｌｉｔｙ 

Ａｓｓｕｒａｎｃｅの担当者の配置率も医学物理士が医学物理士として勤務する病院の方

が、非常に高い専従の配置率になっているということでございます。 

  業務の割合として、医学物理士がいるところについては、医学物理士が治療計画の業務割

合、品質管理の業務割合、こういったものの実施割合が非常に高く、診療放射線技師とし

て働いているところよりも高い割合でできている。そういった状況でございます。 

  こういった観点から医学物理士の活躍が求められるのではないかということがお分かりい

ただけるかと思います。 

  以上を踏まえまして、論点を幾つか示させていただいております。 

  まず、我が国のＲＩの国内製造や研究を推進するために、人材育成の面から取り組むべき

事項、そういったものは何かあるのかということで、例として分野横断型の教育プログラ

ム、こういったものの構築。あるいはリカレント教育の推進。こういったことを書かせて
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いただきました。 

  また、医療現場におけるＲＩの利用を進めるために、人材の面から取り組むべき事項は何

かということで、医師や診療放射線技師、こういった方々から多様なコメディカル、医療

専門職にいろいろなタスクシフトしていく、そういったことが考えられるのではないか。 

  また、医学物理士の活用、促進ということで、こちらは国家資格にはなっていないという

ことでの、国家資格化ということが方策としてあり得るのではないか、あるいは、医学物

理士が専従で置かれていないということもありますので、そういった専従化といったこと

が考えられるのではないかということを論点として提示させていただければと思います。 

  事務局からの説明は以上です。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  続きまして、日本核医学会の絹谷理事長より御説明をお願いしたいと存じます。 

  絹谷先生、よろしいでしょうか。 

（絹谷理事長）特に私は資料はございませんけれども、そもそも論として皆様にまず再認識と

いいますか認識していただきたいのは、なぜこういう専門部会が昨今盛んに開かれて議論

されているかというところなのですけれども、人材育成が先という問題ではなくて、化学

治療というものの有効性というものをようやく世間が認識してきたかなという事実です。 

  昨年の秋に承認された神経内分泌腫瘍のお薬にＰＲＲＴと呼称されるものがありますけれ

ども、これは今日参加してくださっている横浜市大の高野先生たちに御尽力していただい

てたくさんの患者さんたちを海外に送り出してくださいました。それで患者さんたちが厚

労省に早期の承認を求めて、私も担当部局、何か所も回ってきました。 

  それでそうこうしているうちに、今度は前立腺がんの治療に非常に有効なものが出てきま

した。世界中がそれに目に向けています。 

  ということで、人材育成ありきではなくて、どうやって若い人たちの目を向けるかという

ところから考えていただきたいです。そういった状況になったからこそこういう議論を皆

様方とできる環境になったのです。まずそこを考えていただきたいなと思うのが、この前

のヒアリングではそういったことを申し上げませんでしたけれども、せっかくいろいろな

省庁の方も集まっておられますので、まずそこを再認識していただきたいなと。 

  それで、２０１５年でしたか、当時の安倍総理が衆議院の国会で核医学の治療を開発しま

すという趣旨の発言をされました。昨今、参議院の、諸々の国会で核医学治療に使う放射

性核種の国内製造というものを盛んに議論していただいています。 
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  というところが、皆さんが注目するからこうやって人が集まってきて、それで何とかしよ

うという議論になっているわけです。ですから、人材育成ありきというのが最初に来るの

ではなくて、現状でどうやってこれにもうちょっと目を向けさせましょうかという議論を

まずすべきだと僕は思います。 

  そうすると、厚労省、今日は審査のところの方が来られていて、ちょっと、はばたいこと

を言いますけれども、いわゆるドラックラグというのがいまだに残っています。いろいろ

な分野で。特に核医学の分野というのは日本の法体系が非常に複雑なので、大体国際的な

第Ⅲ相の大規模治験というものには日本は参加できないことになっています。なぜか。非

常に複雑だからです。もう海外企業が日本ではやりたくないということです。 

  世界中がそれで進んで、先ほど申し上げた神経内分泌腫瘍の去年承認されたものは三、四

年のタイムラグがありました。 

  現在、前立腺がんの治療が第Ⅰ相で行われておりますけれども、もう欧米は承認の前夜に

来ています。ということはやはり三、四年のタイムラグが生じます。 

  ともあれこういったものをせっかく世の中の方が、特に患者さんたち、あるいは患者さん

たちの後ろにおられる一般の方々というものが目を向けてくださっていますので、是非こ

れを早く進めていただきたいなというのがまず１点です。 

  国として総理大臣がおっしゃいました。去年５月に文科、厚労、経産、あと内閣府の特命

大臣、４人の大臣が進めますとおっしゃってくださいました。それを今日御参加の方々、

各省庁の方々に持ち帰っていただいて、もう一回各省庁で議論していただきたいなという

のが私の希望であります。 

  これが総論なのですけれども、もう一つ、先ほどクリアランスのところでちょっともう一

回戻らせていただきたいのですが、櫻井先生が非常に重要なことをおっしゃってくださっ

たと僕は感じました。 

  先ほどから規制庁の方からも指摘された、諸々のこういった制度の変化というのは現場の

僕らが、こういうふうに困っています。こういうふうにしてくださればうまくいくのでは

ないのでございましょうかと持っていくというのが筋であると僕は理解していますけれど

も、ですから核医学会というのは飽くまでユーザーの立場です。ユーザーとしてクリアラ

ンス、これこれこういうふうに、困っているのでしてくださいと、そこは申し上げること

ができるのですが、どういう制度設計にしてくださいというのは我々だけでは非常に無理

があります。 
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  そこで櫻井先生が御指摘していただいたような、専門家がばらばらになって活動している

というのは非常にまずいなというふうに思いました。ちょっと話がずれまして申し訳あり

ません。 

  それで、まず医師の面でいいますと、１，２００数十名の核医学の専門医がいます。とこ

ろが、高野先生が作ってくださった資料にもあったように、実際に治療をやっているのは

核医学の専門医がやっているのはほんの微々たる割合でしかないです。 

  これはなぜかというと、諸々のファクターがあるのですけれども、日本の構造的な問題で

す。核医学の治療の病室が全国で百五、六十しかありません。さらに診療報酬も不十分で

すので、赤字部門になっています。 

  今日、私の地域の、富山県の基幹病院である県立中央病院の病床を閉めるという方向で、

私のところに相談が来ました。 

  ということで、構造が十分に決まってないからこんなふうになっているわけです。そうい

った環境の中に若い人たちが入ってくるはずがないです。ということで、人材の問題の前

にそういった諸々の因子があるというふうにまず先生方、皆さん方御理解ください。 

  今度、どうやって対策を立てるのですかという、これは業種によって相当違っていると僕

は思います。医師の場合は核医学産業というのはニッチ産業でありますので、ほかの領域

でもニッチ産業に陥っていると思うのですが、これも制度上の問題で、機構専門医という

ものができてシーリングという数の縛りがついています。放射線科という括りの中で核医

学というのは縛られています。さらに、核医学専門医というものの立場は非常に宙ぶらり

んな状況になって、いまだにどういう方向に行くか決定できない状況にあります。そうい

う背景もあって、なかなか新たに核医学専門医というものを取ろうとする若者が出てきて

くれないというのが現実です。 

  ただし、そういうことを申し上げていても仕方がないので、先ほど申し上げたように、目

を引かせるような諸々のことを話ししながら来てくれるのですけれども、なかなかそれが

長続きしません。今度は初期研修医というバリアがあったりします。研修している最中に

諸々の診療科で学んでいるうちに、目が別のところに向いちゃっているということもあり

ます。 

  ということで、ともあれよく効く治療薬というのが出てくれば、おのずと人が集まってき

ます。 

  今度は、看護師の人材の育成ということで考えると、当然看護師の方々は学校で放射線と
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いうものを当然ある程度学んでこられます。ところが、非密封の放射性核種というものに

対しては全く知識がないです。そこで必要なのは当然医者からの教育です。 

  私は２０年前に新しい病棟ができたときに、若い看護師、２０名ぐらいの教育をしたこと

があります。話をするとちゃんと理解してくれます。ということは看護の領域というのは

医師がどれだけ頑張れるか。ということはやっぱり医師もちゃんとできてないと駄目です。 

  あと昨今問題になっているのは、日本国内で放射性核種を作りましょうと。治療用核種は

１００％輸入、モリブデンも１００％輸入という状況になっている。これは駄目でしょう

と。経済安全保障の上でも全然話になっていませんという議論を皆さん方がしてくださっ

ています。 

  そういったところで問題になってくるのは、今度核物理をちゃんと理解している方々がだ

んだん、だんだん先細りしているという事実です。 

  例えば、１１年前の福島の原発事故以来、原子力関係の学問に入ってくる若者がぐっと減

っているみたいな話も聞きます。恐らく加速器を扱っている方々も同じだと思います。 

  ということで、今日はそういった分野の方々が何人も入っておられると思いますけれども、

今は物の議論ばかり国会でしてくださっていますけれども、併せて国会の中で人の育成、

そこの核物理に関わる人の育成というものをひも付けで議論していただければよろしいの

かなと思います。 

  あと医学物理士のことに関して申し上げると、先ほど、放射線診療の中でうんぬんという

説明をしていただきました。ところが核医学という言葉が一つも医学物理士とひも付けら

れている状況にはありません。全くないです、ゼロです。 

  これは私を含め、日本核医学会のエラーでもあるんですけれども、この辺の医学物理士の

方々との関わりというものを核医学治療がこれだけ注目を浴びるまで余り重要視してこな

かったという、これは私たちのエラーであります。 

  ところで、問題は外照射の領域で言わせていただければ、診療報酬にインセンティブが付

きますという説明をしていただきました。やはりインセンティブがないところに、こうい

った分野の方々は来てくれないです。ということは、これも人材育成うんぬんの前に構造

の問題です。 

  ということで、そういったこともしっかりと厚生労働省の方にこれから我々から要望を上

げたりするとは思いますけれども、是非しっかりと受け止めていただきたいなと思います。 

  そういったことで、何か辛口なことばかり申し上げたような気がしますけれども、まずは
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人の前に、背景に日本の核医学の診療、あるいは核医学の治療のシステムができていない

という認識の下に、皆さん方お考えになっていただきたいなと思うのが私の意見です。 

  どうも長々とありがとうございます。 

（上坂部会長）絹谷理事長、重要な御指摘ありがとうございます。 

  それでは、この事務局資料５の１３ページの本日の論点に従って御議論したいと存じます。 

  先ほど事務局からの説明、それから今の絹谷先生の御説明がありまして、そこの質問をお

受けしたいと思います。 

  まず、論点１ですけれども、我が国においてＲＩの国内製造や研究を推進するための人材

育成の面から取り組むべき事項は何か。ここから御意見を伺いたいと存じます。 

  それでは、また挙手をよろしくお願いいたします。 

  篠原委員、よろしくお願いします。 

（篠原委員）最初のところで、教育プログラムとかリカレント教育と書いてあるのですが、今、

絹谷先生がおっしゃったとおりで、それに対象になる学生といいますか、人がまず今は全

体で減っているのですね。こっちに関心を持ってもらう。最初の資料にもありましたけれ

ども、私が作った資料もそうなのですが、我々の分野とか放射化学もそうですし、核物理

とか加速器全部そうなのですが、だんだんと人が減っているし、例えば大学でいうと研究

室も減っているという状況が本当にあって、プログラムもいいですが、その前にそこに目

を向けて、学生が関心を持つような雰囲気を作っていくというのが多分一番大事かなとい

う気がします。 

  そのためには社会のニーズとして、こういった領域が必要である。今、問題になっている

今回対象の核医学は当然ですけれども、例えば福島の関係も、これは絶対必要なのですが、

やはり学生から見たときに関心がそれほど向いていないという状況が見てとれますので、

そこを何とかするような施策がまず必要だろうと思います。 

  それで、問題は人材を考えたときに、短期的なものと中長期的なものと多分あって、まず

短期的にはこういうプログラムとか予算を組んで、関係する分野からの学生というのはそ

んなにいないので、まずそこを研究等で活性化するのは当然なのですが、その周りの分野

の人が入ってきやすいような何か、正にそこに書いてあるような分野横断的な、ほかの周

りの分野の人も関係するような形で何かプログラムを作ったらどうか。それは是非とも何

とかできるようにしてやればいいと思います。それはまず短期的です。 

  それと中長期的にはこれは社会の放射線に対する認識が余り日本はよろしくなくて、それ
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と今、絹谷先生がおっしゃったように医学利用、レントゲンとかＣＴとか皆さん知ってい

るのですが、核医学の薬剤開発をしていますけれども、非常に有効である、もうすぐそろ

そろいろいろ出てきていますので、その辺をいかに周知して、ＲＩのポジティブな利用、

これを社会に浸透させるということをまず何とかいろいろな、アウトリーチ活動でもない

ですけれども、そういった活動をするということが一つと。 

  もう一つはこれも資料にありましたけれども、こういった分野の研究室が少ないというこ

とは学生に対しての教育がまずされていないところがほとんどです。ですから、放射線と

かＲＩの基礎をまずほとんど知らなくて大学を卒業している学生が多いわけです。 

  ですから、そういったところに授業の提供とか、例えば薬学でもＲＩの実習をしないとか

も増えてきていますので、そういった実習の提供とか、それをできるように、これは我々

の学会でもいつも言っているのですが、やはり予算とかの関係とかなくて、できていませ

んので、これは是非関係する学協会、幾つかありますので、その辺が連携して例えばそこ

に予算的な措置を頂いて、そういった関係者がいないような大学とかにいろいろな教育が

できるような体制を作ってはどうかという気がします。 

  これは長期的に見ると社会認識の上昇にもつながりますので、そこら辺に何か予算の投入

が考えられるかなという気がします。 

  それともう一つはやはり出口、学生をいくら呼んでも、出口がなければ、要するにキャリ

アパス、就職先、アカデミアポストはもちろんですけれども、あとは病院とか、今出てい

る医学物理士もそうですし、あとは企業、関係する企業には例えば放射線とかＲＩに関係

する企業は余りなくて、私のところに来ている学生でも就職先にいつも困るわけです。原

子力の関係がちらっとあるぐらいです。あとはもうアカデミアぐらいしかない。 

  最近やっと製薬、ＲＩ薬剤の関係のところが出てきていますけれども、それは日本では少

ないですから、それ以外でも放射線、ＲＩを使って新しい産業というものを考える必要が

ありますし、非常にいいものが可能性あると思います。ＲＩは使いにくいので関係する企

業以外は手を出しませんので、それを何とか、例えば大学の施設とかを利用して、基本的

な教育なんかもできますから、そういった形を作って正に産学共創で何か産業を創出する

ということを、これも長期的ですけれどもやっていく必要が恐らくあると。 

  社会として放射線とかＲＩの利用がいろいろなことに使える。医学はもちろん今、目玉と

いいますか、これは是非ともアピールできるネタだと思うのですが、それ以外のことも含

めて、そういったことをやっていかないと駄目なので、この分科会でどういう提言を出す
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か、その提言の中に何かそういう、この前、櫻井先生がおっしゃったような大きな予算額

で、人材…… 

（上坂部会長）篠原先生、最後の方、１０秒ほどちょっと聞こえなかったので、もう一回お願

いできますか。 

（篠原委員）最後、予算ですね、櫻井先生がおっしゃったような、大きな枠組みの予算を何か

今回、ＲＩの国内製造とかで提言するとしたときに、今私が幾つか言いましたけれども、

大学でのいろいろな教育をするような出前講義とか実習の提供とか、そういうものとか、

例えば大学院生の教育プログラムとか、そういったものについても何か中に含んだような

予算額を考えられたらいいということです。 

（上坂部会長）ありがとうございました。 

  それでは、手が挙がっている鷲山先生、お願いします。 

（鷲山委員）福島県立医大の鷲山です。聞こえておりますでしょうか。 

  私の方は、上段に高所大所からではなくて、足元からの実際の方法についての意見になり

ますけれども、私は福井の県立高校出身でありまして、実は御縁があって、明日、母校の

高校生１年生と２年生の中の医学部志望の学生に対して遠隔で講義をして、大学の紹介を

するという予定になっています。 

  参加するのが大体４０名ほどの医学志望の学生さんが参加するのですけども、我々福島県

立医大に対して、医学志望の学生に対して授業をすると考えたときに、医師でも技師でも

薬剤師でもない僕がいわゆる化学者なのですけれども、どういうようなことを説明できる

かなと考えたときに、結局自分が医学全般を説明することは無理だし、であるならば医学

の中の一つの核医学というものがどういう魅力があるか、その背景にはどういうものがあ

るかということを伝えるべきではということを考えていました。 

  実際に、福井のコーディネーターの先生とちょっとお話をしていたときに思ったのは、結

局核医学という分野は医師、技師、メディカルスタッフと医師だけで構成されているわけ

ではなくて、そのバックグラウンドにあるアイソトープを製造するところからも含めるの

であれば、物理とか化学の部活をやっているような学生さんにも是非来てもらって、そう

いうような人たちも踏まえて、いろいろなものによって一つのゴールが成り立っているの

だということを踏まえて魅力を説明したいということを申し上げたら、それはいいですね

と言われて、今またもうちょっと人数が増えるかなという状況になっています。 

  申し上げたいのは、大学からの制度というのは篠原先生の方からおっしゃっていただいた
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ような政策等々があるのですけれども、やはり非常に最近のテクノロジーに強い高校生、

それから大学生ももちろんなのですけれども、情報発信することを積極的に我々の方がす

ることによって、それに引っ掛かりやすくなって、ますますそっちに興味を持ってくれる

だろうと。 

  高校生だったら、例えば福井の大学だったら金沢大学によく進学いたしますし、福井大学

の医学部にも進学すると、そうするとそういうところでは核医学を一生懸命やっているよ

と。だから、絹谷先生のところを目指していくのも一つの方法だよというふうに我々たき

つけられるかなとも考えております。 

  そういうふうに、魅力的な先生、魅力的な研究、魅力的なものというものをどんどん提示

していくことで、彼らの中の引き出しをどんどん増やしていくということが重要なのだろ

うと。 

  それは別に医師だけではなくて物理を専攻している人、化学を専攻している人にとっては、

あなたたちのやっている有機化学、無機化学、分析科学、物理、原子核物理、天体物理、

何でもありですけれども、そういうものは決してそれだけで成り立っているわけではなく

て、そういうところとつながっている核学というところにも貢献できるのだし、もっとも

っといろいろ興味を持って、あなたたちがやっていることを更に進めていったらいいです

よということを提案できる環境を自ら我々の方から積極的に提示するというのが重要なの

だということを思いました。 

  学生からいろいろ質問も来ていまして、日本ではなぜ海外に比べてがん研究が後れている

のかとか、患者と医療者側の双方にどういったメリットが生じるのですかとか、本当に高

校生、ちゃんと勉強すればいろいろな、我々でもなかなか答えにくいような質問も準備し

てきていまして、非常に先が楽しみです。 

  ただ、日本の人口はこれからどんどん若者が減ってきますので、そういう人たちに対して

パイの取り合いになったときには本当に魅力的なことを訴えるのが重要だなと思いますし、

それだけではなくて海外からも多くの人材が呼び寄せられて我々の日本の中での治療とい

うのがどんどん貢献できる、診断が貢献できるということを積極的に押し進めていくこと

が重要なのだろうなということを教育のスタンスとしてちょっと底辺からの取組としては

必要だと思いました。以上です。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  それでは、北岡委員、お願いします。 
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（北岡委員）アイソトープ協会の北岡でございます。私は、少し長期的な話にはなってしまう

のですけれども、ちょっと自身の経験からお話をさせていただこうかと思います。 

  以前、中学校の学習指導要領が改訂されたときに、理科教育の中に放射線教育の時間が設

けられるということで、これは数十年間ちょっと入っていなかったのですが、それが新た

に設けられたときに、やはり先生方自身が理科教育の中で放射線とか放射能について習っ

たことがないということで、放射線教育の授業方法について、先生方に講義をしていただ

けないかということで御依頼を頂いて、実際にその先生方を生徒と見立てて実験を行いま

した。例えば、逆二乗の法則ですとか、そういった簡単な中学生ができるような実験をし

ました。 

  そうしたら非常に先生方も興味を持っていただけましたし、その後、それを実際に生徒さ

んにやっていただいた後の感想もなかなかよかったということがありました。 

  やはり原子力とか放射線となると、どうしても理科教育の前にエネルギー教育ということ

で社会科の方の授業になってしまうということもありまして、３．１１以降、福島県を含

め全国でも理科教育の一環ということで改めて副読本などで放射線について学ぶというこ

とがされてきたということなのですが、やはり最近ちょっとそういった御依頼も大分少な

くなりまして、時間がたつにつれてだんだん下火になってしまっているのかなということ

もございます。 

  やはり残念ながら日本には過去の戦争のときの記憶などもあって、どうしても放射線とか

放射能ということに対して、ちょっと拒否的な反応が見受けられることもいまだにあると

思います。 

  ですので、若いうちからそういった教育、せめて耳に触れる、聞いたことがあるという程

度でもいいので、そういったことでできれば親しみを持ってもらって、進学時の選択肢に

上がるように働きかけていくようなことも必要なのではないかと考えます。 

  以上です。ありがとうございます。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  それでは、櫻井委員、お願いいたします。 

（櫻井委員）絹谷先生の御発言は非常にシャープで、聞いていてとても気持ちよくて、やっぱ

り本質は核医学で御業績を上げていただくというのが一番なのかなと思っています。 

  そういう観点でやはり櫻井の個人的な夢は核医学、核薬学の先生方が頑張って、日本初の

素晴らしいお薬ができ、それでそういった成果がどんどん、どんどんと出てきて、それで
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日本のＲＩ利用の重要性というものが国民に深く浸透する、そういった核医学の先生方が

活躍する現場というものが最優先で、学生さんが核医学の先生の講義を聞いて、面白いな

と、何か先生、夢があっていいなという、そういう場面をたくさん作るというのが一番い

いかなと思っています。 

  ３点、申し上げたいんですが、第２点目は篠原先生から大きな予算という話がありました

けれども、今の大学というのは、大学運営のための間接経費付きの競争的資金というもの

を持ってくる先生というのが要求されるところがあり、例えば予算を使うのであれば、出

張授業とかそういったことではなくもっと戦略的に、講座を開くとこれだけの予算が来る

というような仕組みで、例えば大学院生を修士から博士号を取るまでの期間、期限付きで

もいいし、それがうまく行けば恒常的に講座を作っていただく、そういうことがあっても

いいのかなと思うのです。 

  だから、予算と講座をうまくカップルしたような、何かそういうかなりアパーマティブな

お金の使い方もあるのかなと思います。 

  あと３点目なのですけれども、医学物理士の話が出てきましたけれども、何人か私が知っ

ている医学物理士というのは大学院の学生時代、原子核の構造の研究とか、医学とは全く

関係のないことをやっていたのですよね。それで例えばこういった医療用ＲＩの製造とい

うのは、これは物理とかそれから化学、いろいろな知識を導入してそれで一つの目標に向

って進んでいくという総合力というのが必要だと思います。 

  だから、いろいろなところから一口で言うと放射線化学に取り組んでいらっしゃる核医学

の先生だけではなくて、放射線サイエンスに関わっている先生方も元気になって、若い生

きのいい学生を取り込んで、それで放射線サイエンスで全体を高めていく必要があると思

うのですが、そういう優秀な人がサイエンスを目標にしてやってくる。その後のキャリア

チェンジをして、医学物理士とかいろいろなキャリアパスを描けるようなそういう仕組み

を作っていただければいいかなと思っています。 

  私からは以上です。 

（上坂部会長）それから、挙手が挙がっている先生方に御発言をお願いしますが、もうちょっ

と時間の関係で論点２の医療現場におけるＲＩ利用を進めるために人材の面から取り組む

べき事項は何か。こちらの方も含めて御議論していければ幸いでございます。 

  それでは、横山先生、よろしくお願いします。 

（横山委員）横山です。ありがとうございます。 
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  絹谷先生、櫻井先生がおっしゃったとおりかと思うのですけれども、医学物理士という部

分から拝見して、これは私が放射線技師になる学生を養成しているという観点からという

ことになりますけれども、やはり医学物理士、今、櫻井先生がおっしゃった理工系の人間

が医学物理士になるということもあるのですけれども、なかなかそちらに行きづらいとい

うところがあるかと思います。 

  ですから、分野横断型の教育プログラムの中に医療と理工系が一緒に入る、これは非常に

多分難しいことで、教育プログラム自身がやはり全然違う中で一つにするということは難

しいのだけれども、理工系の人が医療の方に関われる、将来医療の方に行けるというよう

なことがしやすいようなパスを是非通していただけるといいのかなと思いました。 

  それから、医療への関心というのはやはり非常に高いかと思います。若い方も当然本学に

来る学生というのは医療に関心が高い学生なのですけれども、やはり多いかなと思ってお

りまして、メディア等で取り上げられるとそれに対して反応も非常に、学生の反応という

のもよくて、高校生が放射線技師を目指すという、コメディカルの中でも結構今医療への

関心プラス放射線技師への関心というのもある程度高い状態を保っているというようなこ

とがありますので、是非是非、そういう核医学治療なり核医学の分野で成果を出していっ

ていただきたいという、それを広く宣伝していただけるといいのかなというふうに思って

います。 

  それから、今、お伝えしたように、医学物理士だけでなくても、核医学の分野に進むとい

う放射線技師の方々にもお話を聞くと、以前もお話ししたかと思いますけれども、やはり

分野自体がなかなかないという、核医学を持っている施設なり病院が少ないというような

ことからそれを選ぶということがなかなかできないということもありますので、是非その

分野が大きくなればそこへ入ってくる人も多くなると思いますので、是非是非活躍を期待

しているというところです。以上です。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  それでは、篠原委員、お願いいたします。 

（篠原委員）幾つかあったのですが、一つは北岡委員が言われたことをちょっと私もそれを言

おうと思って忘れていたのですが、大学等のいろいろな授業の拡大というのもあるのです

が、もっと中高の教育、これは実は福島以降、副読本とかできて教育の課程の中には入っ

てはいるのですが、今、おっしゃられたとおりで、教える教員の方がやっぱり余りそうい

うことを知らない。今の理科の先生というのは余りそういう教育は受けてなくてなってい
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る先生が多いです。 

  それでそこを何とかしましょうということで、私の学会でも学校の先生向けの何か教育を

考えてはどうかという提案も出ていますので、これはほかの関係する学協会さんもこうい

う人材育成の問題が多分あると思いますので、その辺とうまく連携して、その辺是非進め

るべきかと。 

  それを単独というか言い出すよりはこういった原子力委員会辺りから何か提言とかでどん

どん言っていただけると、動きやすいかなという気がします。問題意識は多分皆さん持っ

ていると思います。 

  それとコメディカルといいますか、医学物理士の国家資格化と書いてあるのですが、これ

はいろいろなところで議論があって、まだ国家試験になってないということを聞いていて、

非常に不思議だったのですが、これは是非とも、どういう手順でどうすればいいか分から

ないですが、こちらの提言に含めていただいて、国家資格化するとそれなりのステータス

と待遇、それがよければそこを目指す学生が増えてきますので、そういったことが見える

ようにするのはこういう資格制度が一番いいと思いますので、中に入って、こういうのが

必要である、入ってきた学生は分かるのですが、外目に見てこういった新しい資格ができ

て、非常にいろいろな分野、特に核医学、これからどんどん業績が出てきたら、新しい治

療薬が出てきたら注目されると思いますので、そういったところで受け入れられるように

是非これ進めていただけたらと思います。 

  多分、学生については恐らく出口のところのインセンティブ、非常にいいキャリアパスが

あるということが見えると向いてくれるのかなと。 

  それと小中学くらいから、放射線について少しでもインプットされていると、いろいろな

ところに入ってきやすいので、ということを思います。 

  すみません、以上です。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  それでは、畑澤先生、お願いいたします。 

（畑澤委員）たくさんの先生方から核医学の振興が重要だというお話を頂きました。核医学の

それ自体が抱える問題といいますのは、専門医制度にあります。現在日本の専門医制度は

１８、１９の基本領域に分かれておりますけれども、この中に核医学というのは入ってい

ない状況です。 

  それで、この非密封のＲＩを使った医療が、画像診断だけではなくて患者さんの治療に大
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変役に立つということが今世の中にアピールしているわけで、これを是非厚労省にお願い

したいのですけれども、核医学という分野を基本領域の専門医として認定していただくよ

うな、そういう方向で考えていただければ核医学を目指す医師がまず活性化されますし、

それからそのパラメディカルの皆さんも集まってまいります。 

  それから、国際原子力機関、ＩＡＥＡには核医学専門医も育成プログラム、カリキュラム、

そういうものが世界的な標準で行われていて、これに従った各国は専門医制度を作ってお

ります。 

  ですから、放射線科ではなくて核医学という分野を独立した医学の基本領域として認めて

いただくような、そういう提言を是非この委員会から出していただければというふうに思

っております。以上です。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  それでは、大井川委員、お願いいたします。 

（大井川委員）今日、いろいろな先生方のお話を伺っていて、やはり思ったのは外国とのギャ

ップが非常に大きくて、これはやはり魅力ある産業として学生さんたちに認識してもらう

ためには相当国が覚悟をもって本気度を示さないと、学生さんたち、これが将来魅力的だ

なと乗っかってきてくれないような気がしています。 

  それは大学だとかあるいは核医学の分野、それから我々研究機関もそうですし、製薬のそ

の産業の方もそうだと思うのですけれども、今はまだやはり小さすぎてそこに乗っかろう

という感覚になりにくいのかなと思うので、それをやはり国としてここは重要だというメ

ッセージを出していくのも人材育成にとっては非常に重要かなと思いました。以上です。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  それでは、高野委員、お願いいたします。 

（高野委員）高野からは、一つ目は医学物理士なのですけれども、放射線治療、外照射の世界

だけで非常に不足しておりまして、国家資格化とか養成、育成というのは非常に重要だと

思うのですけれども、日本ですぐにニュークリアー・メディスンのところにいる医学物理

士まで養成するのは難しいのではないかなというふうに思っています。 

  多分、今の医学物理士の試験自体も外照射だけを念頭に置いた試験で育成されているよう

に思いますので、日本だとニュークリアー・メディスンの分野で医学物理士的な仕事をし

ていらっしゃるのは技師さんと、第一種放射線主任者の資格を持っている技師さんになる

かなと思うのですけれども、この第一種放射線主任者の試験とか内容とかを見ているとＲ
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Ｉ規制法の守り方だけを学んでいて、その先まで本当に必要な本質というものまでは学ぶ

ような教育にはなってないのではないかと思うので、この辺りを、第一種放射線主任者の

活用というのがまず大事だと思うのと、その教育とか試験の在り方とか、人材の在り方と

いうのについて少し先ほどの議論でもあったように、どういうふうに使うべきかというの

を深く掘り込んで、主体的に検討できるような人材を育成していくのがいいのではないか

なというふうに思っています。 

  あとは今、どういう人が魅力を、学生さんとかが魅力を感じてくれるというのは、最終的

に、いろいろな先生がおっしゃっていましたけれども、出口にインセンティブが必要とい

うところで、雇用がそこになければ意味がないし、逆にうちの今、ＲＩに関わってくれて

いる理工学出身の方なんかもいらっしゃるのですけれども、もともとはＲＩに行こうとし

ていたわけではなくて、ＲＩに関わる、理工系、有機化学者なのですけど、その雇用があ

ったからそこに入ってきましたという人が今すごく活躍してくれていて、そういった雇用

を創出するためには、今は医療が一番ＲＩを使うメインになってきていると思うので、医

療の中で理工系の人が来たときに、活躍してくれたときにそれをちゃんと病院の診療報酬

なり報酬の加算なりで、若しくは要件とかでちゃんと必要なものとして認識したり、お金

がそこに付いてくるような仕組みが必要なんじゃないかなというふうに思っています。 

  あとはさっき先生が国の本気とおっしゃっていましたけれども、例えば国産化する国産と

いうか、国産のルテシウムとか国産のテクネシウムを作っていくということになれば、も

う国有に近いような製造工場があって、そこに雇用があれば、そういう雇用があるんだぞ

ということが学生さんに広まれば普通に人がついてくるのではないかなと思うので、先に

ある雇用とそこに対するお金等がセットで必要になってくるのではないかなというふうに

思います。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  篠原先生、時間の関係でほかの先生を優先させてください。 

  それでは、小川先生、よろしくお願いします。 

（小川委員）小川です。それでは、時間の中、申し訳ありません。せっかくですので、薬学の

立場から少しコメントをと思いました。 

  まず、薬学部で放射性医薬品の研究室というのは国立大学におきましては恐らく京都大学

と千葉大学しかないのではないかと思われます。ほとんどの薬学部において放射性医薬品

は私のように分析化学、あるいは物理化学の研究室の先生、あるいは衛生化学の先生が教
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えていらっしゃるという状況です。 

  なぜこうなったかと言いますと、恐らくその原因の一つにあるのが前回のコア・カリの改

訂で、放射性医薬品の部分がかなり抜け落ちました。私も放射性医薬品出身なのですけれ

ども、実際分析化学としてほとんど分析化学を教えているという状況です。今、コア・カ

リまた改正中なのですけれども、放射性医薬品が復活しているので、もう一回盛り上がっ

てくれればいいかなというふうに思っているところではあります。 

  医学物理士の話、先ほどからお聞きしておりまして、確かに非常に重要なお仕事だと思っ

ております。ただ、薬の調製、特に品質管理業務ということも書いていらっしゃるのです

けれども、現在、診療放射線技師さんがやっていらっしゃる病院も多いかと思うのですが、

私個人の意見としましては、やはりここは薬剤師がやるべきところではないかというふう

に思っています。 

  特に、これから治療薬が出てきた場合、院内製造の治療薬はもちろんですけれども、そう

でない場合でも、併用薬について考えていかなければ重大な副作用につながる可能性もあ

るかと思いますので、放射性医薬品に強い薬剤師を育てる必要があるのではないかと。現

在、核医学認定薬剤師がありますけれども、そこに含めるような形、あるいは別のものか

分かりませんが、そういう認定薬剤師制度みたいなものもあってもいいのかもしれないな

という話を聞いていて思いました。 

  すみません、以上でございます。 

（上坂部会長）それでは、東委員、お願いいたします。 

（東委員）時間もないので簡単に申し述べさせていただきます。今までの皆様の議論に付け加

えるべき点としましては、やはり女性人材の活用というのが非常に大事かと思います。中

西先生を始め高野先生、小川先生、いろいろな先生方、横山先生が御参加なさっています

けれども、私が若い頃は放射線科医になったら子供は女の子しかできないよみたいな、変

な、放射線被爆が多くて危険だと、女性が敬遠するような職場であったというところが否

めないのではないかと思うのですけれども、その点、今現在、ドクターも放射線診療技師

さん、それから薬剤師さんもやはり女性職場になりつつあります。そのような点でもやは

りそれらを引っ張っていくようなロールモデルとしてしっかりと女性人材が活用できる分

野だというところをきちんとアピールできるような体制づくりが必要ではないかなと思い

ました。以上でございます。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 
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  それでは、篠原先生、短めでよろしくお願いします。 

（篠原委員）ほかにも手が挙がっていますが、よろしいですか。 

  今、言おうと思ったことは小川先生に言われて、これはここで言うべきかどうか悩んでい

たのですが、薬剤師とか私がいる大阪大学というところは看護師養成なのですけれども、

看護師の試験とか多分医師の試験もそうですけど、恐らく国家試験で放射線のところがか

なり減ってきているというのを聞いていまして、そうするとそれの関係する教員も減って

きますので、かなり抜本的な問題かなという気がします。 

  今回の提言でどうこうはちょっと分からないですが、何かそういう施策、これも国の方向

だと思うのですけれども、放射線ＲＩを重要視するように、できるようになればいいかな

という気がしました。 

  それともう一つだけ、これは櫻井先生、ちょっとおっしゃっていただいた、これも難しい

のですが、本当は大学の研究室とか講座が増えることが一番です。これは予算でできるの

かどうかちょっと分からないですが、例えば期限付きだったらできるかもしれませんので、

それも一つ検討すべきという気がしました。 

  すみません、ありがとうございます。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  それでは、時間ないのですが、私の方から１点申し上げたいのです。今後アクションプラ

ンをまとめていく回になっていきます。過去の例ということで、２５年ほど前から始まっ

た粒子線治療の医学物理士の育成プログラム、たしか、がんプロフェッショナル養成プロ

グラムで医学物理士だけではなくて、医師、技師の育成もあったかと思います。 

  それで放医研中心に全国で十数大学の医学部と理工学部合同で教育プログラムを作って育

成する。そのような教育プログラムがありました。 

  一方、文部科学省が非常に加速器の開発に力を入れてくれて、加速器の小型化のプロジェ

クトも始めてくれました。放医研が取りまとめで、私も加わりました。そこでの要素技術

が、最近の山形大学の小型のシステムやＱＳＴの量子メスに反映されていると思います。 

  そういうことで、２５年ほど前は粒子線治療を日本が世界で先導するという強い動きがあ

りました。作ったのは日本の重電・重工メーカーです。重電・重工メーカーにとっては粒

子線治療、それから物理用の加速器、それから核融合、それから革新炉は同じ工場、同じ

事業部で作っています。原子力含めた人材育成に貢献しています。私の研究室からも何名

か行っています。今は国内需要が飽和したので、海外のプラントを造っています。この動
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きが一つの先例になるかなと感じました。 

  それでは、こちらの進行不手際で、時間オーバーしているのですが、今後のスケジュール

の説明を進藤さん、よろしくお願いします。 

（進藤参事官）それでは、最後に検討スケジュールでございます。参考資料の３でございます。 

  次回は、第７回４月２０日水曜日、１４時から１６時で、場所はこちら合同庁舎８号館の

６２３会議室を予定しているところでございます。 

  これまで東京都などは、まん延防止等重点措置、新型コロナウイルス対策のため極力オン

ラインでということでございましたけれども、新型コロナウイルス感染症の状況によりま

して、次回はハイブリッドでの予定をしておりますが、これからの状況によりまして、ま

た極力オンラインでお願いをするのか、それとも会場にお越しいただける方は会場にとい

うふうになるか、ぎりぎりまで状況を見ながら判断できればと考えております。 

  そして、第８回の５月１６日は、このアクションプランの審議の状況などに応じて開催す

るかどうかは、もうしばらくお時間を頂ければと存じます。以上でございます。 

（上坂部会長）ありがとうございます。 

  この分野は非常に課題が多く、議論がいつも白熱して時間が足らなくて非常に申し訳ない

と思います。次回はアクションプラン策定ということです。ここまで個別に議論してきま

したが、いよいよ分科会として案をインテグレーションしていきたいと思いますので、ど

うかよろしく御協力の方をお願いいたします。 

  それでは、本日はこれで閉会といたします。 

  長い時間にわたり誠にありがとうございました。 


